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概要書 
 
 来春からある飲料メーカーで働く学生がいるとする。愛社精神も少しずつ芽生えてきて
いる、かもしれない。その愛すべき企業のコーヒーが 120円、ライバル企業のそれが 100
円。そのような状況に遭遇したとき、彼は迷わず 100円のコーヒーを買っている、そうだ。 
要するに何が言いたいのかといえば、多少のロイヤリティや愛社精神を凌駕するほど、コ
モディティ化が進んでいる、ということである。製品だけではない、サービスにおいても
同様である。それゆえ、これまで売れてきた商品を部分的に改善するだけでは、なかなか
ヒット商品が生まれにくい状況にある。そのため企業には、顧客にとって革新的な商品価
値を創造して提供することが求められている。 
企業が商品価値の創造力を強化していくアプローチとして代表的なものには、自社内の
イノベーション力を強化するというものがある。これは企業内の商品開発者がニーズの洞
察力や、その解決方法の構想力を高めることにより、競合他社や顧客の予想を超える独自
の価値を創造するというものである。しかし、その大半が企業内部で完結するこのような
アプローチは、革新的な商品価値を創造していくために本当に有効であろうか。 
そのような疑問から本稿では、もう一つの異なるアプローチに注目することにした。 
それは「企業と顧客間の相互作用を通じたイノベーション力の強化」というアプローチで
ある。von Hippel (1988) においては、過去に多くの業界において、革新的な提供価値が
必ずしも企業内部からではなく、その商品を利用している顧客から生まれている場合の方
が多いということが明らかにされた。そして von Hippel (1994) では、このような知見を
もとに、顧客自らが利用する中で気付いた未充足のニーズや、企業内部では思いつかない
ようなそのための解決方法を、企業の商品開発担当者が顧客と相互作用を展開しながら取
り込むことで、競合他社よりも早く顧客にとって魅力的な価値を創造するというアプロー
チの可能性が提唱された。これが「企業と顧客間の相互作用を通じたイノベーション力の
強化」というアプローチである。これらの研究は、顧客と共に商品価値創造を行うことは、
企業が市場へ提供する成果物を差別化するツールとなりえることを示唆している。こうし
た知見を踏まえて今回、本稿において「開発・生産における顧客共創型の商品価値創造」
を主題とするに至った。 
この主題に関連する研究は、これまで散発的かつ個別的に行われてきた。その中には、
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上記のような「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーションの促進」とい
う効用に着目した研究のほかに、「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向
上」、あるいは「顧客に自身が参加したと認識させることによる心理的態度の好転」という
効用に着目した研究が存在する。本稿は、こうした先行研究を包括的にレビューすること
により、現時点における知見を体系的に整理し、研究の系譜を把握することを目的として
執筆された。ちなみに本稿における「顧客」とは、製品やサービスを使用することで効用
を受けようとする企業と個人の両方を含む。また「共創型」とは、特定少数もしくは不特
定多数の顧客を、自覚的な協力、あるいは無自覚的な行動の可視化により、価値創造のパ
ートナーとして取り込むアプローチを意味する。さらに「商品」とは製品とサービスを包
括する概念であり、「価値創造」とは、具体的には開発と生産という二つのプロセスにおけ
る価値創造を指している。 
 第１章では、既に述べたような研究の背景や目的、あるいはレビュー対象、本稿の構成
に言及している。先行研究が散発的かつ個別的に行われてきたことを指摘し、本稿がそれ
らを包括的にレビューするものであることを論じている。その後の第２章から第４章まで
は、企業に与える効用ごとに整理されている。 
 第２章では「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上」について言及し
た。この章では、サービス業においてセルフサービスを採用することにより生産性が向上
するという点から議論が開始される。さらには「部分的な従業員」として顧客の参加を計
画、管理する手法が論じられた。これらの研究により、サービス業においては、商品の生
産プロセスの一部に顧客を参加させるというアプローチの有効性や、リスクおよび実現性
についての議論が進められた。その後、サービス業以外、あるいは商品の生産以前である
開発において、こうした「セルフサービス的アプローチ」を適応させる手法へと論点は移
っていく。ここでは、顧客が商品開発に関わる業務を行うのを支援する「CAI (Customer as 
Innovators) ツール」を使用したアプローチの有効性やリスク、および実現性について議
論した。 
第３章では「顧客に自身が参加したと思わせることによる心理的態度の好転」をテーマ
に、顧客側の心理的なプロセスへの影響に着目した一連の研究を紹介している。この系譜
は、まだいくつかの仮説が提示されているのみで、それらに対する実証はそれほど進んで
いないといえる。そうした中、本稿では「自己知覚理論(self-perception theory)」と「自
己高揚バイアス(self-serving bias)」という二つの心理的傾向に着目し、それぞれに基づい
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て仮説を提示した論文を中心に議論を行った。 
第４章では「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーションの促進」につ
いて論じた。顧客を商品の開発や生産の段階から取り込み、革新的な知を創造するための
鍵となる情報を取得するという、このアプローチに関しては、von Hippel (1994)以降、一
連の概念提示型および実証型の研究がなされている。初期の研究においては、情報の粘着
性の概念から、商品開発の早い段階から顧客に商品のプロトタイプを提供し、それを利用
してもらいながら鍵となる情報を探る「対話的なプロセス」の有効性が提案、実証された。
その後はこうした顧客共創型のアプローチを、インターネットを活用することでより積極
的に展開していく手法に関する研究がなされており、その有効性および実現性に対する議
論を行った。また章末では、ユーザー・イノベーションにおける新たな知見を三つ取り上
げ、それらに関する研究の整理を行った。 
第５章では、本稿のまとめとして今後の研究上の課題を提示し、本稿を総括した。 
これまで、「開発・生産における顧客共創型の商品価値創造」に関しては、体系的な議論が
それほど試みられてこなかった。それゆえ今後、克服すべき課題も多い。本稿では先行研
究の体系的な整理と、企業にとって有効な戦略オプションとしての枠組みの提示を意図し
ながら、三つの効用による分類枠組みを行い、主題に関する包括的な議論を試みた。これ
は今後、体系的な研究を進めていく上で大きな足掛かりとなるであろう。 
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第１章 導入 
 
第１節 背景 
 
第１項 はじめに 
 
 私事ではあるが、修士課程一年の夏に友人たちと共に飲料メーカーのインターンシップ
として、製品開発のコンテストに参加したことがあった。そこで感じたことが本稿の出発
点となっている。 
まず感じたことは、企業が素人である私たち消費者のアイディアを真剣に求めていると
いうことだ。友人たちと議論を重ねていくうちに、その実現性はともかく面白いと感じる
アイディアが数多く出た。また他のグループのアイディアも実に興味深かった。これらの
アイディアの端々に革新的な価値を創造する可能性を感じ、その時初めて、大半のプロセ
スが企業内部で完結する製品開発ではなく、顧客を価値創造のパートナーとして巻き込む
という製品開発のアプローチに関心を抱いた。 
しかし同時に、真に革新的な製品コンセプトを考案することの難しさも痛感した。図表
1-1は BA&H社による新製品の分類であるが、新製品のうち「世の中にとっての新しい製
品」とはわずか 10%に過ぎないことが見て取れる。その一方で、高い成功をおさめた新製
品の 60%までが「世の中にとっての新しい製品」と「新製品ライン」であるという（和田・
恩蔵・三浦 2001)。このことから、既存製品のみで企業が成長し、発展していくことは不
可能に近いといえるだろう。 
 このように新製品が企業にとって極めて重要であることはいうまでもない。しかしなが
ら、新製品の成功率は決して高くないのが現状である1。最近の調査ではアメリカで 95%、
ヨーロッパでは 90%の新製品が失敗しているという（Kotler and keller 2006）。また日本
の場合でも、日経産業地域研究所が 2007年 12月に実施した調査によると、新製品の平均
                                                  
1 新製品の失敗率はここ数十年来、非常に高い水準のままである。 
例えば、Crowford (1979)では 72.1%、Calantone and Cooper (1981)では 47.7%、Cooper and 
Kleinschmidt (1987)では 39.4%と報告されている。また日本においても、河野(1985)が 35%
という結果を示している。 
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ヒット率は 26%と、3割にも満たない水準であったという（渡辺・相良 2008）。こうした
状況下において、企業は新製品開発を成功させるために、どのような手を打つべきであろ
うか。 
Kotler and Keller (2006)では、成功をもたらす最大の要素は「独創的」で優位性が高い
製品であるとしている。また先行研究から、「商品が顧客にとってユニークな特徴をもって
いる」、「商品が顧客に今までできなかった何かをすることを可能にするものである」
（Cooper 1979; Cooper and Kleinshmidt 1987）といった成功要因が明らかにされている。
これらの研究は、新製品開発を成功させるためには、顧客にとってイノベーティブな商品
であると知覚されることが重要だということを示唆している。そのようにして、私は企業
がイノベーティブな商品を開発するアプローチに注目し、さらに研究を進めることとした。 
 
図表 1-1 BA&H社による新製品の分類 
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 出所) 和田・恩蔵・三浦 (2001), p.172. 
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第２項 企業と顧客の相互作用と通じたイノベーションの強化 
 
企業が商品価値の創造力を強化していくアプローチとして代表的なものには、自社内の
イノベーション力を強化するというものが挙げられる。これは企業内の商品開発者がニー
ズの洞察力や、その解決方法の構想力を高めることで、競合他社や顧客の予想を上回る独
自の価値を創造するというものである。しかし、大半のプロセスが企業内部で完結するこ
のようなアプローチは、革新的な商品価値を創造していくために本当に有効であろうか。 
そのような疑問から本稿では、もう一つの異なるアプローチに注目することにした。 
それは「企業と顧客間の相互作用を通じたイノベーション力の強化」というアプローチで
ある。von Hippel (1988)においては、過去に多くの業界において、革新的な提供価値が必
ずしも企業内部からではなく、実際にその商品を利用している顧客から生まれている場合
の方が多いということが明らかにされた。そして von Hippel (1994)において、このような
知見をもとに、顧客自らが利用する中で気付いた未充足のニーズや、企業内部では思いつ
かないようなそのための解決方法を、企業の商品開発担当者が顧客と相互作用を展開しな
がら取り込み、競合他社よりも早く顧客にとって魅力的な価値を創造するというアプロー
チの可能性が提唱された。これが「企業と顧客間の相互作用を通じたイノベーション力の
強化」というアプローチである。これらの研究は、顧客と共に商品価値創造を行うことは、
企業が市場へ提供する成果物を差別化するツールとなりえることを示唆している。こうし
た知見を踏まえて今回、本稿において「開発・生産における顧客共創型の商品価値創造」
を主題とするに至った。 
また本稿の主題における言葉の定義は以下のとおりである。まず「顧客」とは、製品や
サービスを使用することで効用を受けようとする企業と個人の両方を含む。また「共創型」
とは、特定少数もしくは不特定多数の顧客を、自覚的な協力、あるいは無自覚的な行動の
可視化により、価値創造のパートナーとして取り込むアプローチを意味する。さらに「商
品」とは製品とサービスを包括する概念であり、「価値創造」とは、具体的には開発と生産
という二つのプロセスにおける価値創造を指している。 
 
第３項 価値共創の概念に着目した研究 
 
近年でのより一層のコモディティ化の進展から、はじめに製品ありきのプロダクト志向
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のみでは限界があるといえる。そのため顧客志向の商品が必要とされるわけだが、それだ
からといって、ニーズと合致したものを売るだけで競争優位を築くことは困難である。そ
こで、より高い顧客価値と顧客満足のために、顧客と共に価値を創造するというアプロー
チは注目に値すると思われる。 
恩蔵（2007）では、製品開発において顧客を企業と対等な立場で発言する「共同開発者」
とみなす必要性が高まってきおり、企業と顧客は同じ舞台に立ち協力して価値を創造する
としている。さらに企業にとっては、顧客が持つスキルや知識をどれだけ活用できるか、
また顧客が価値創造に進んで参加できる仕組みをどのように構築するかが課題となるとの
指摘もなされている。そして顧客を製品開発プロセスに取り入れ、一部を代行させるとい
う手法を取り上げ、どれだけ顧客を取り入れ、製品開発の一部を代行させられるかがヒッ
トの鍵になるとしている。 
上記のように、顧客を価値の共創者として業務プロセスの一部に取り込むことは企業の
競争優位へと繋がるという議論は、これ以前からもなされてきた。例えば、Song and 
Adams (1993）では、企業が市場へ提供する成果物の生産と受け渡しにおいて、顧客を参
加させることは、競合他社との差別化を図る機会を与えると論じている。また、
Lengnick-Hall (1996）においては、顧客は情報資源として、共同制作者として、買い手と
して、ユーザーとして、そして製品として、役割ごとに質へと影響を及ぼすとしている。
さらに、Vergo and Lusch (2004a) においては、サービス・ドミナント・ロジック（S-D
ロジック）が提唱された。これは、モノかサービスかを二元論的に論じることをせずに、
両者を包括的にとらえようとするフレームワークである。そして、その中核をなすのが「価
値共創（Co-Creation of Value）」という概念であり、価値は顧客により判断され、且つ、
顧客との協働によって創造されると説明されている。 
Vergo and Lusch (2004b) では、S-Dロジックを実務へ取り入れるための方向性が示さ
れ、その中の一つとして「価値は作って売るものではなく、顧客やその他のパートナーと
共創する」という視点の重要性を論じている。Vergo and Lusch (2008)では、S-Dロジッ
クの基本論理の一つとして、顧客は常に価値共創者であり、価値共創とは相互作用を意味
するとされている。また、嶋口（2008）は、S-Dロジックのサービス視点に立つと、モノ
づくりもメーカーの一方的な思い込みによる製品提供ではなく、売り手と買い手双方の価
値共創によるサービス創造という発想になると指摘する。 
藤川（2008）は、S-Dロジックを踏まえて、従来の価値提供と新たな価値共創の発想を
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対比させている (図表 1-2）。前者が、価値を生み出すのは企業であり、企業側が一方的に
生み出した価値を顧客が受け入れるかどうか判断するという考え方であるのに対し、後者
は、価値を生み出すのは企業と顧客の双方であり、様々な相互作用を通じて価値が創造さ
れるという発想だと述べている。その上で、企業は顧客の購買前、購買時、購買後の各段
階を通じて、あらゆる顧客接点を形成し、顧客と共に価値を創り出すプロセスを経営管理
の対象とすることが重要であると論じている。 
 
図表 1-2 従来の価値提供と新たな価値共創 
従来の価値提供 新たな価値共創
価値創造の
主体
企業 企業と顧客
価値創造の
源泉
製品や技術 顧客の経験
価値創造の
発想
価値を創造するのは企業。
顧客は企業が創造した価値
を受け入れるかどうか。
価値を創造するのは企業と顧客。企
業と顧客が共に価値を創造する。
出所) 藤川 (2008), p.34.
 
この議論からも、顧客との価値共創プロセスを設計する上で、購買前、つまりは「開発・
生産」の段階において、顧客との接点をいかに形成するか、あるいはその接点において顧
客にどのような役割を担ってもらうかということの重要性が理解できるといえる2。 
 上記のさまざまな先行研究は、現代のマーケティングが顧客とともに製品やサービスを
                                                  
2 藤川 (2008)では、製造業の場合、特に製品販売後に継続的に顧客接点を創出できるかどうかが成
否を分ける鍵となると指摘している。ただし、本稿は「開発・生産」での価値創造が主題であり、
販売や販売促進などにおける価値創造は議論の対象外としている。 
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創造するという、いわば「共創」の段階に進んでいることを示しているといえよう。企業
側が一方的に製品を製造し、一方的に宣伝を行い、一方的に販売をするというのではなく、
どのように価値を創造していくかということを顧客とともに考え始めるようになってきた
ことがうかがえる。 
 
第４項 商品開発成功要因の意味的な整理 
 
 先述の第３項においては「顧客との価値共創」という概念に焦点をあて、その先行研究
をレビューすることにより、この概念が商品開発における成功要因の一つとなりえること
を示した。この第４項では、商品開発の成功要因を意味的に整理することで、商品開発と
いう非常に範囲の広い研究における本稿の位置づけを明示する。 
 まず商品開発の成功要因に関する研究の中で代表的なものとしては、成功要因識別型と
も呼べる研究群を挙げることができる。つまりは商品開発の成功要因を包括的に明らかに
した研究群で、1970年代以後、世界各国で展開されている。例えば、イギリスにおける
SAPPHO (Rothwell et al. 1974) や、カナダにおける NewProd (Cooper 1979; Cooper 
and Kleinschmidt 1987)、あるいはアメリカおける Stanford Innovation Project 
(Maidique and Zirger 1984; Ziger and Maidique 1990)などである。これらの研究では成
功例と失敗例とを比較し、顕著な違いがある変数から商品開発の成功要因を包括的に明ら
かにした。 
その後、1990年代中盤には上記の研究群により明らかになった商品開発の成功要因を俯
瞰的にレビューした一連の論文が発表された。例えば、Montoya-Weiss and Calantone 
(1994) や、Brown and Eisenhardt (1995) などが多くの文献に引用されている。 
 さらに、1990年代中盤以後の研究も包含した俯瞰的なレビューとしては、まず Henald 
and Szymanski (2001) がある。しかしこれは 1999年までの研究を対象としている。さら
にはPage and Schirr (2008) がある。こちらは 1989年から 2004年までの商品開発の成功
要因に関する研究を定量的に俯瞰した論文ではあるが、研究のテーマを低い粒度3で扱って
おり、具体的な内容を把握しにくいものとなっている。 
 
                                                  
3 「チーム統合」「外部アライアンス」「商品開発戦略」「開発スピード」「イノベーティブな商
品」「観念化・創造性」「成功―失敗要因」「段階的プロセス」の 8テーマ。 
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図表 1-3 商品開発の成功要因 
項目 要因 
①大きく、ニーズが高く、成長せいている市場を狙っている
②競合が激しい市場を避けている 
対象とする市場の特性に関
連するもの 
③サイクルの早いダイナミックな市場を避けている 
④顧客のニーズに合った商品である 
⑤競合よりも優れた商品である 
⑥イノベーティブな商品である 
⑦価格が妥当なものである 
商品そのものの特性に関連
するもの 
⑧他社よりも早いタイミングで導入されている 
⑨優れた開発前の活動を行っている 
⑩優れた技術関連の行動を行っている 
プロジェクトを構成する各
活動の特性に関連するもの 
⑪優れた経営・マーケティング関連の活動を行っている 
⑫機能間の摺り合わせが良好である 
⑬機能間の摺り合わせを促すキーパーソンが存在する 
プロジェクトを構成する活
動間の連携の仕方・支援す
る組織の特性に関連するも
の 
⑭チームメンバーが多様である 
⑮協業企業との摺り合わせが良好である プロジェクトと社外との連
携の仕方に関連するもの ⑯顧客との摺り合わせが良好である 
⑰商品にとって鍵となるスキルが自社の資源と適合している プロジェクトの各活動およ
び活動間・社外との連携に
影響するもの 
⑱企業の戦略的志向が活動および活動間の連携を支援してい
る 
出所）及川 (2008), p.88. 
 
このような問題点を踏まえて、及川 (2008) においては、最新の研究を包含した先行研
究の意味的な整理を行い、商品開発の成功要因として 18の要因を抽出、さらにそれらの
要因の扱っているテーマの近接性から 6項目に分けた分類枠組みの提示を行っている(図
表 1-3）。 
本稿での主な論点は、「⑮協業企業との摺り合わせが良好である」と「⑯顧客との摺り合
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わせが良好である」という二つの要因を包含した「プロジェクトと社外との連携の仕方に
関連するもの」という項目に該当する。以下、二つの要因に関連する代表的な先行研究を
簡潔にレビューする。 
まず「⑮協賛企業との摺り合わせが良好である」においては、先行研究から、「サプライ
ヤーを関与させる」(Takeuchi and Nonaka 1986)。「サプライヤーを関与させることによ
り開発の期間が短縮され、質が高まる」(Clark 1989)。「長期的な管理プロセスにより、サ
プライヤーの技術の活用や技術的なロードマップの摺り合わせ、解決策の横展開が期待さ
れる」(van Echtelt et al. 2008) といった要因が明らかになっている（及川 2008）。 
次に「⑯顧客との摺り合わせが良好である」においては、先行研究から、「顧客の粘着性
（stickiness）の高い情報を取得するために、プロトタイプを活用しながら対話的なプロセ
スを採ることが有効である」(von Hippel 1994)。「企業と顧客との相互作用のありよう、
つまりは対話のありようを理解することがマーケティング現象を本質的に理解するために
不可欠である」(石井・石原 1996)。「消費財の場合、案の承認前に顧客の意見を商品に組
み込むことが、目標費用の達成度を高める」(小川 1997)。「産業材の場合、プロトタイプ
を利用して顧客の意見を汲み上げることが、競合他社と比べた売上・利益に代表される全
体成果と、技術・品質の卓越度を向上させる」(小川 1997)。「顧客をパートナーとして取
り込んだプロジェクトは内製のものよりも商品の優位性が高く、商品開発の質が高くなる
が、商品開発の成功には必ずしもつながらない」(Campbell and Cooper 1999)。「企業は
顧客の能力を導入することで、競争優位を獲得できる」(Praharad and Ramaswamy 2000)。 
「リード・ユーザーを取り込むことは、新商品のアイディアの質を高めるとともに、早期
の普及にとっても有効である」(Schreier and Prugl 2008)といった要因が明らかになって
いる。 
整理しておこう。商品開発の成功要因は、表 1-2により意味的な整理が行える。その中
でも本稿は「プロジェクトと社外との連携の仕方に関連するもの」という項目に包含され
る「顧客との摺り合わせが良好である」という要因を主な論点とし、「協業企業との摺り合
わせが良好である」との要因も一部で扱う。 
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第２節 研究目的と研究の意義 
 
「開発・生産における顧客共創型の商品価値創造」に関する研究は、これまで散発的か
つ個別的に行われてきた。本稿ではこれらの先行研究を、企業が顧客と共に商品価値創造
を行ううえで想定される効用ごとに分類して議論を進める。その効用とは以下の三つであ
る。 
・Lovelock and Young (1979) において、セルフサービスにより生産性が向上するとの提
唱がなされたことを起点とする、顧客を商品の開発・生産のプロセスに参加させ、業務
の一部を代行させることにより、自社の生産性の向上を狙うアプローチ。 
・Mills, Chase, and Margulies (1983) を起点とする、顧客自身に商品の開発・生産のプ
ロセスへ参加したと思わせることにより、参加させなかったときと比較して、心理的な
態度が好転することを狙うアプローチ。 
・von Hippel (1976) を起点とする、顧客を商品の開発・生産のプロセスに参加させるこ
とにより、顧客から鍵となる知を移転させ、イノベーションを促進させることを狙うア
プローチ。 
こうした想定される効用に基づいた分類枠組みに従って先行研究を包括的にレビューす
ることにより、主題に関する現時点での知見を整理し、その系譜を把握することが、本稿
の目的である。 
 
 
第３節 本稿の構成 
 
 本稿における議論の重点は、あくまで「製品」における顧客との価値共創に置かれてい
る。ただし、生産と消費が同時であるというその性質上、章によっては議論が「サービス」
の文脈から始まることもある。そのため、「製品」と「サービス」を包括する概念として「商
品」を用いて、「顧客共創型の商品価値創造」を主題として掲げている。さらに、「価値創
造」とは、具体的に開発と生産という二つのプロセスにおける価値創造を指している。従
って販売4 やそれ以降のプロセスにおける、顧客共創型の商品価値創造は、本稿における
                                                  
4 例えば、顧客が企業の販売に協力する「アフィリエイト型販売」などが想定される。こうし
た形式による顧客共創型の商品価値創造は、本稿における議論の対象外となる。 
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議論の対象外である。ちなみに、本稿における「顧客」とは製品やサービスを使用するこ
とで効用を受けようとする企業と個人の両方を含む。また「共創型」とは、特定少数もし
くは不特定多数の顧客を、自覚的な協力、あるいは無自覚的な行動の可視化により、価値
創造のパートナーとして取り込むアプローチを意味する。こうした言葉の定義を踏まえた
うえで、本稿で論じる範囲は、図表 1-4で示したとおりである。 
 
図表 1-4 本稿における議論の範囲 
論点
効用
顧客共創型によるサービ
スの開発・生産
顧客共創型による製品の
開発・生産
業務の一部を顧客に代
行させることによる生産
性の向上
第2章／1節 第2章／2節
顧客に参加したと認識さ
せることによる心理的態
度の好転
第3章 第3章／1.3節
顧客から鍵となる知を移
転させることによるイノ
ベーションの促進
― 第4章
 
 
第２章では「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上」について述べる。
ここではサービス業においてセルフサービスを採用することにより生産性が向上するとい
う点から議論が開始され、そうしたアプローチをサービス業以外、あるいは商品の開発に
おいて適応させる手法へと論点を移していく。 
第３章では「顧客に自身が参加したと認識させることによる心理的な態度の好転」をテ
ーマに、顧客側の心理的なプロセスへの影響に着目した一連の研究を紹介する。 
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中でも、「自己知覚理論 (self-perception theory)」と「自己高揚バイアス (self-serving 
bias)」という二つの心理的傾向に着目し、それぞれに基づいて仮説を提示した論文を中心
に議論を進める。 
第４章では「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーションの促進」につ
いて論じる。初期の研究における、プロトタイプを用いた対話的なプロセスの有効性に関
する研究を紹介したのちに、こうした顧客共創型のアプローチを、インターネットを活用
してより積極的に展開していく手法に関する研究を取り上げる。 
また、ユーザー・イノベーションにおける新たな知見を三つ取り上げ、それらに関する研
究の整理を行う。 
最後に第５章では、いくつかの研究上の課題を指摘し、今後の研究の方向性を示す。そ
の後、全体を総括して本稿のまとめとする。 
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第２章 業務の一部を顧客に代行させることによ
る生産性の向上 
 
第１節 サービス業における研究 
 
 サービスという商品の特徴として、顧客と共に生産を行うという点が挙げられる。サー
ビスは顧客の参加や関与、協力により作り出されるものであるため、サービス価値に関し
ては顧客自身が生産者になり、消費者となる。例えば、レストランにおけるセルフサービ
スの事例などは、顧客が消費者であると同時に生産者でもあることを端的に表していると
いえよう。本章で扱う「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性 5 の向上」に関
する研究も、まずはこの「セルフサービス」による生産性の向上から議論が始まる。一方
で、製品の場合、顧客がその生産に関わることは少ない。しかし、製造業のサービス化が
進行する中で、消費者である顧客が生産へ関与するケースも見受けられる。そうした流れ
を踏まえて、サービス業における、いわば「セルフサービス的アプローチ」を、製造業に
おいても適用させるための議論もなされている。その点については、本章の第２節で触れ
ることとする。それでは、まず初めにサービス業における先行研究から見ていこう。 
 
第１項 セルフサービスによる生産性の向上に関する研究 
 
 顧客から提供される資源と、従業員から提供される資源とはことなる (Barnard 1948)。
それゆえ、企業の社会的な境界のうちに顧客を包含することは有益であると長年認識され
てきた (Parsons 1956)。 
こうした考えに基づき、多くの研究者が顧客を「部分的な従業員」として扱えるとき、
資産性が向上すると考えている。そのため、顧客参加を計画・管理する手法についての議
論がなされてきた。業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上に関しては、
                                                  
5 Rayport and Jaworski (2005) では、生産性は「パフォーマンス」と「コスト」の二要素か
ら成り立っているとし、パフォーマンスを「顧客のために達成した成果」、コストを「そのパフ
ォーマンスを果たすために費やされた資源」と定義づけている。そして、これらの要素は企業
が顧客に価値を提供する能力の決め手になるとしている。 
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Lovelock and Young (1979) 以来、一連の概念提示型および実証型の研究が展開されてい
る。 
Lovelock and Young (1979) は、サービスの生産に顧客が参加することによる影響に焦
点を当てた研究を行った。そして、サービスの一部を顧客に代行、つまりはセルフサービ
スさせることにより生産性が向上するという概念を提唱した。具体的には AT&T のオペレ
ーターを介さない長距離電話システムの導入や、ホテルやレストランにおけるセルフサー
ビスの導入の事例などを取り上げ、サービス業において、業務の一部を顧客に代行させる
ことにより、顧客にとっての時間やコストが削減されるとともに、提供側のサービスの生
産性も向上させられるという可能性を提示した。 
Bateson (1983) では、ガソリンスタンド、銀行、レストラン、空港、ホテル、旅行代理
店を対象として、セルフサービスを使用する顧客の活動が論じられた。そして、利用経験
が利用意向へ影響するとまとめた。また、Fitzsimmons (1985) においても、セルフサー
ビスにより、サービス分野の生産性は向上すると論じられている。 
Mills, Chase, and Margulies (1983) は、このような考え方をさらに進め、サービス業
において顧客を「部分的な従業員 (partial employee) 」とみなすアプローチを提唱した。
そして、良い顧客が生産プロセスへ参加することは、生産性を向上させる可能性を持つと
いう考えを背景として、顧客を部分的な従業員として管理し、生産のプロセスへ組み込む
ことで、生産性を向上させる可能性があると論じた。さらに、この可能性を実現させるた
めには、顧客に対して、従業員に対して行うのと同様に、生産に関わることへの「動機付
け」を創り出す管理が必要であるとした。その手法として、例えば、自らの関与が大きな
役割を果たしていると明示することが求められると提唱した。 
 これらの概念を受けて、Bateson (1985) では、セルフサービスに対する顧客の受容性を
検証するため、米国での全国的な金融機関における 1000人の顧客を対象とした調査を実
施した。その結果、例えば、「待ち時間が店員サービスと同じ場合の ATMの使用」、「飛行
場における自らの荷物の持ち込み」、「ホテルでの料理や飲み物のセルフサービス」、「旅行
代理店での旅行小切手の購入における ATMの使用」などといった金銭的もしくは時間的
なインセンティブがないとしても、「セルフサービス」をより魅力的に感じる顧客セグメン
トが、ある程度の規模で存在することを実証した。 
このようにして、自らが生産に関与することによるインセンティブがないような場合で
も、セルフサービスを好んで選択する顧客セグメントの存在を実証したことにより、セル
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フサービスというアプローチの実現性が明確にされた。ちなみに、上記の研究によりセル
フサービスに魅力を感じ、自らサービスの生産プロセスへ関わる意思のあるセグメントの
存在が実証されたことを受けて、Bowen (1990) においては、顧客の関与度をベースとし
てサービスを分類する手法に焦点があてられ、サービスの生産プロセスへ関わりたいとい
う意欲をベースとして、顧客を区分することの可能性が提唱されている。 
 
第２項 「部分的な従業員としての顧客」に着目した研究 
 
多くの研究者が、顧客を「部分的な従業員」として扱えるとき、生産性が向上するとい
う考えに基づいて議論を展開してきた。事実、Mills, Chase, and Margulies (1983) にお
いては、顧客が有益な資源（情報、能力、動機など）を有し、従業員よりも効率的にサー
ビスを生産できることがあると述べられている。この Mills, Chase, and Margulies (1983) 
以後、顧客を部分的な従業員とみなすモデルを成功させるための運営手法についての一連
の研究が存在する。本項では、そうした先行研究をレビューしていく。 
 Mills and Morris (1986) は、顧客を「部分的な従業員」として組み込むための段階的な
アプローチを提唱した。顧客を巻き込む段階を考察し、購買段階別の顧客参加の効果に対
する識別を行った。そしてサービスの生産のプロセスにおいて、いくつかの責任を分担し
合う仕組みを作ることにより、顧客は部分的な従業員の役割を果たすと論じた。 
Goodwin (1988) は、顧客をトレーニングすることは、サービスの質を向上させること
に寄与すると提唱した。そして、顧客のトレーニングを受けようという意欲は、サービス・
プロバイダーに対する関与度合い、さらには他の顧客の存在という、二つの要因との間で
相関関係にあるとした。その上で、特に顧客がサービス・プロバイダーと関わりあったと
き、彼らはより一層、どのようにすれば自身が役に立てるかということについて学ぼうと
すると述べた。また、顧客をトレーニングする役割は、他の顧客が担うことも可能である
とした。つまり、顧客をトレーニングする役割は、サービス・プロバイダーと他の顧客と
いう両者が担うことができるとし、それがサービスの質を向上させることに寄与するとい
う概念を提唱したわけである（図表 2-1）。 
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図表 2-1 顧客へのトレーニングとサービスの質 
 
              ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
 
                           向上  
              ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
 
他の顧客 
顧客 サービスの質 
サービス・プロバイダー 
 
それでは、サービス・プロバイダーは具体的にどのようなにして顧客を管理していけば
よいのか。そのような議論が Bowers, Martin, and Luker (1990) 以降の研究にてなされ
る。 
 Bowers, Martin, and Luker (1990) は、従業員を顧客として、顧客を従業員として扱う
という発想に基づいて議論を行った。その上で、従業員を顧客として扱う手法としてはイ
ンターナルマーケティングの概念を用いた。そしてもう一方の、顧客を従業員として扱う
手法としては、従業員に対して行ってきた管理手法（職務内容の定義、トレーニング、報
酬、承認など）を適応することの有効性を提唱し、こうした発想によりシステム全体の生
産性が向上すると強調した。 
Kelley, Skinner, and Donnelly Jr. (1990) は、顧客を「部分的な従業員」として巻き込
むプロセスについて、それ以前の議論を包括しながら精緻化した。その中で「組織的な社
会化6 (organizational socialization)」、すなわち、顧客がサービス組織の職務を理解し、そ
こから「部分的な従業員」である自分たちに課せられた役割が、どのような成果物へとつ
ながるのかを理解することで、よりその組織に協力しようと考えるようになるというメカ
ニズムの重要性を強調した。ちなみに、この「組織的な社会化 (organizational 
socialization)」を実現するには、以下のような方法がある。 
ⅰ）プログラム（例：大学での新入生向けオリエンテーション） 
ⅱ）実際的な予行（例：病院での、新規患者に対するこれから開始される医学的処置に
関する段階的な経過についての情報提供）（Bowen 1986; Franda 1994; Mills and 
                                                  
6 Kelly, Skinner, and Donnelly Jr. (1992) では「組織的な社会化」を、サービスの生産・提供
のための適切な行動について、企業が顧客とコミュニケーションするプロセスのこと、と定義
している。 
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Morris 1986） 
ⅲ）組織的な文献（例：スポーツクラブでのクラスやサービス内容について記述した、
新規会員向けパンフレット） 
ⅳ）環境からの合図（例：銀行や郵便局のロビーにある記入書類、筆記具、計算機が置
かれたカウンター）（Bitner 1992） 
このように、顧客の能力を把握し、促進し、強化することは顧客参加を最適化するため
の鍵となる。そして、顧客の参加が全体の質と生産性に影響を与えるのは既述のとおりで
ある。さらに今後は、顧客参加の最適な水準を決定するための適した方法は何であるかと
いう点に関して、より具体的な議論が求められるであろう。加えて、十分に社会化された
顧客は、新たな顧客の参加に対して、どのように影響を与えるのか、といった論点に関し
てもより多くの実証研究が求められている (Swartz and Iacobucci 1999)。 
 本項でこれまで紹介してきたような、顧客を「部分的な従業員」としてみなし、業務プ
ロセスの一部を彼らに代行させることによる生産性の向上に関する肯定的な見方に対して、 
Fodness, Pitegoff, and Sautter (1993) は、かようなアプローチによって、可能な限り自
分自身でサービス業務を行うように訓練された顧客が増えることにより、顧客自身が企業
と競合するというリスクを指摘した。 
たとえば旅行産業においては、旅行代理店でサービスを受けた顧客が、そのサービス通
じて旅行の手配の仕方を学ぶ。そして、それを自ら行えばより便利なのではないかと感じ、
旅行代理店のサービスを提供した従業員の属人的能力に対して、あまり付加価値を感じな
かったのならば、次回の旅行の際には自ら手配しようと考えるになる可能性がある。こう
した例のように、顧客に業務プロセスの一部を代行させる方向に向かわせることで、企業
側からすると、サービス価値の提供機会が減少するリスクがあることを指摘した。  
 これら一連の研究により、サービス業においては、商品の生産プロセスの一部を顧客に
代行させるアプローチ、つまりは「セルフサービス的アプローチ」の有効性、リスク、お
よび実現性に対する議論が一通りなされた。 
 
第３項 セルフサービス・テクノロジー 
 
本節の最後に、セルフサービスをより積極的に展開するため、セルフサービス・テクノ
ロジー (SST) を有効的に活用し、生産性の向上を実現している企業の例をいくつか紹介
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し、その可能性を検証する。 
Rayport and Jaworski (2005) では、フロントオフィスを自動化する SSTによって、主
として効果を高めることに成功し、その結果トップレベルの成長を遂げた企業の事例がい
くつか挙げられている。 
 
ⅰ）マクドナルド 
ファースト・フードチェーン店であるマクドナルドでは、いくつかの店でセルフサービ
ス式のキオスクを設置する試みをしており、顧客はタッチスクリーンによって商品の注文
をすることができる。そして、このキオスクは注文を取るためのコストを削減するばかり
か、顧客満足のための戦略としても非常に有効に機能することが分かってきた。常連の顧
客は、マクドナルドを自分の思いのままに利用できるようになったと評価している。 
同社によるとこのインターフェースによって注文の処理が早くなると同時に、クロスセ
ルやアップセルを効果的に行えるようになるという。また、同社はセルフサービスによる
注文が、従業員による注文を平均で 1ドル 20セント上回ったとの報告をしている 
(Rayport and Jaworski 2005)。 
 
先行研究においても、ファースト・フード店において、タッチスクリーンを用いて注文
するか、口頭で注文するかを論じた例がある (Dabholkar 1996)。ここでは、タッチスクリ
ーンにより注文を行うという技術的な参加と、喜びに対する顧客の期待、操作感覚、技術
に対する肯定的な態度とは相関するという結論が得られている。そして、喜びに対する顧
客の期待、操作感覚、技術に対する肯定的態度は、サービス品質への期待に強く影響を及
ぼすとされている。また一般的に、知覚されたサービス品質と顧客参加とは正の相関があ
る。 
また、Bateson (1983) では、顧客は効率性と「状況を操作する感覚」に価値を見出すと
述べられている。この「操作感覚」は顧客参加をもたらす、重要な心理的ベネフィットと
なりえるのである。他にも、Franda (1994)では、乳がん検診において操作感覚が大きいほ
ど、顧客満足も高くなることが明らかにされている。こうした研究から、参加によるベネ
フィットとして、心理的あるいは行動的な「操作」を求める顧客が、一定規模で存在する
ことがうかがえる。 
以上の先行研究を踏まえたうえで、再度この事例を見てみると、マクドナルドが SSTと
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いう、顧客へ操作感覚を与えるツールを有効的に活用し、サービス品質への期待を高め、
顧客参加を促し、同時に口頭で注文を取るためのコストを削減しながら、生産性を向上さ
せていることがうかがえる。 
ただし、「操作感覚」については、今後より多くの実証研究が求められている。たとえば、
操作感覚を求めることは、パーソナリティ変数なのか、あるいは状況変数なのか (Bateson 
1983) であるとか、参加の動機となりえる操作感覚に対するニーズが、いつ発生するのか、
あるいは、操作感覚とサービス知覚品質、および満足の関係は、関与や参加の程度に応じ
て、変化するのだろうか (Swartz and Iacobucci 1999) などである。 
 
ⅱ）クローガー 
大手スーパーのクローガーは、セルフレジ・システムを導入し、スーパーの利便性を高
める取り込みを行っている。ここで使用されている「ユー・スキャン」というシステムに
より人件費は即座に削減される。なぜならば、1人の従業員が 4つのレジの列を担当でき
るようになるからである。同時に、革新的な企業というイメージを形成することにも役立
っているようである。 
クローガーでは、4つのユー・スキャン・システムの導入に 15万ドルを投じたが、人件
費の削減により、投資はスムーズに回収された。結果、サービスのスピートアップによる
売り上げの伸びと、さらにはブランドイメージの向上という効果が確認された (Rayport 
and Jaworski 2005)。 
 
上記の事例のみならず、自動販売機や ATM、ガソリンスタンドのセルフ給油、ホテルで
のセルフ・チェックアウトなどを見れば、人と人が対面するサービスの多くが、SSTに取
って代わられようとしている ことがわかる。サービス業以外においても、インターネット
上での製品のセルフ・カスタマイゼーションなどが行われている。消費者は、製品におい
てもサービスにおいても、その利便性を高く評価するといえる (Berry, Seiders, and 
Grewal 2002)。すべての SSTがサービスの品質を高めるわけではないが、サービスの取
引をさらに確かに、便利に、迅速にする可能性を持っている。いずれの企業も SSTを活用
したサービスの向上を考える必要がある (Kotler and Keller 2006)。 
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第２節 セルフサービス的アプローチの他業界への拡大 
 
本章の第１節では、サービス業においては、商品の生産プロセスの一部を顧客に代行さ
せるアプローチ、つまりは「セルフサービス的アプローチ」の有効性、リスク、および実
現性に対する議論が一通りなされたことを述べた。そして、セルフサービスをより積極的
に展開するため、セルフサービス・テクノロジー (SST) を有効的に活用し、生産性の向
上を実現している企業の例をいくつか紹介した。これらの先行研究を踏まえて第２節では、
サービス業以外、あるいは商品の生産以前にあたる「開発の段階」における、「セルフサー
ビス的アプローチ」の適応に関する議論の進展を概観していく。 
 
第１項 CAIツールの可能性に関する研究 
 
 Firat, Dholakia, and Venkatesh (1995) は、顧客がカスタマイザーかつ生産者としての
役割を担うようになっていくであろうという展望を提示した論文である。ここでは、生産
システムと融和した顧客は「生産者」として概念化される必要があると述べ、もはや製品
を消費するだけが顧客の役割ではないということを示している。 
また、Wind and Rangaswamy (2000) は、消費者が自分のほしいものを企業に働きか
けて製品化させる、いわば顧客による製品の個別化を意味する「カスタマライゼーション」
に焦点をあて、背景としてデジタル市場において顧客が商品の開発や購買、消費などの段
階においてより能動的な参加者となっていることを取り上げ、企業はより顧客中心を目指
し、カスタマライゼーションを採用して付加価値を高めるべきだと論じている。これらの
研究は「セルフサービス的アプローチ」が、製品の開発や生産の段階にも適応され始めて
いることを示唆している。 
Thomke and von Hippel (2002) は、顧客自らが商品を設計・開発できる「CAIツール」
を提供することによる生産性の向上を提唱した。ここでは、顧客のニーズを理解する努力
をやめ、代わりに顧客へ「CAIツール」を提供するというアプローチが紹介されている。
このアプローチにより、商品開発はより効果的かつ迅速なものとなり、企業の生産性を向
上させることに寄与したことを知見とし、その理由としては、①顧客ニーズを詳しく理解
するという、高コストかつ誤解しやすいステップを回避できる、②商品開発中に起こる試
行錯誤が、顧客側のみで繰り返される、という二点を挙げている（図表 2-2）。 
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図表 2-2 CAIツールによるアプローチ 
伝統的アプローチ CAI ツールによるアプローチ
開発前
デザイン
製造
(プロトタイプ)
開発前
デザイン
製造
(プロトタイプ)
テスト
(フィードバック)
テスト
(フィードバック)
supplier supplier
interface
interface
customer customer
反復
  
出所）Thomke and von Hippel (2002), p.76. 
 
 次に、具体的に CAIツールを活用している企業の事例を紹介する。 
ⅰ）ブッシュ・ボーク・アレン社 
特殊香味料を供給しているブッシュ・ボーク・アレン社 (現在のインターナショナル・
フレイバー・アンド・フレグランス社) は、これまで食品メーカーからの抽象度の高い要
望（例：燻製臭を抑えて、より風味をはっきりと効かせてほしい）に合わせて香味料の調
合を試行錯誤することに、多くの時間と労力を費やしていた。こうした課題を解決するた
めに、同社は「CAIツール」を採用した。具体的には、香味料のプロフィールを記録した
大型のデータベースを整備し、顧客である食品メーカー自身にそこへアクセスさせ、それ
らの香味料の組み合わせを設定させた。そして、その設定に基づいて自動的にサンプルを
生産・送付し、食品メーカー自身に確認させた。 
かようなアプローチにより課題の解決を図り、結果として開発に要する時間と労力を節
減することに成功、業務の生産性を高めた (Thomke and von Hippel 2002) 。 
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このように、顧客自らが商品を設計できるツールを提供し、顧客自身にプロトタイプ段
階での試行錯誤をゆだねるというアプローチは、すでに BtoBにおいては、上記のブッシ
ュ・ボーク・アレン社以外にも、ロボット玩具のコントロールなどで使用されるカスタム・
チップのサプライヤー各社においても見受けられる。また、以下で紹介する GE社もその
一つである。同社は、プラスチック製品の樹脂を、最終製品とその製造プロセスに合わせ
てカスタマイズしている。 
 
ⅱ）GEプラスチックス 
 従来、GEプラスチックス社は樹脂のみをメーカーに提供し、設計・製造には関与して
いなかった。顧客である携帯電話端末に代表されるハードウェアメーカーは、最終製品と
その製造プロセスに合致した最適な樹脂を選択する必要があったが、その選択は非常に困
難なものであった。 
そこで同社では、３０年以上にわたり社内で蓄積してきた、樹脂に関する情報をインタ
ーネット上で公開し、特定の樹脂を使って製造プロセスを検討する際のシミュレーション
機能（例：補強剤を一定量加えたプラスチックは、どのように流れて型を満たすのか）を
提供した。結果として、このサイトへのアクセスをきっかけに見込み客を効率的に獲得す
ることに成功。加えて、取引先からの満足度を高めることにも成功した (Thomke and von 
Hippel 2002)。 
 
一方で BtoCにおいても、顧客自身が自ら製品を調査し、その仕様を決定、ウェブ・サ
イトへとアクセスし、望む製品と属性を特定した後、注文するというように、顧客が自ら
の求めるパソコンのカスタマイズを行う機能を提供している「デル」や、消費者が 100種
類以上の食材を組み合わせて、朝食用シリアルをカスタマイズできる機能を計画中の「ゼ
ネラル・ミルズ」などの事例がある。 
また、消費者向け製品を取り扱う数多くのメーカーでは、ユーザーが「モジュール7」を
カスタム設計して、スタンダード品に追加できるCAIツールが提供されている。例えば、
ウエストウッド・スダジオ社では、顧客がビテオゲームの重要個所を自ら設計できるCAI
                                                  
7 モジュールとは、ハードウェアやソフトウェアにおける、ひとまとまりの機能・要素を意味
する。システムへのインターフェース（接合部）が規格化・標準化されており、容易に追加や
削除を行える。 
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ツールを提供している (Jappesen 2005)。このように「CAIツール」が幅広い業界で適応
できる可能性が指摘されている。 
 Franke and von Hippel (2003b) では、ニーズが多様な商品におけるCAIツールの、顧
客から見た受容性を実証している。ここではニーズが多様な商品の代表例として、ウェブ
サーバ・ソフトウェアの「アパッチ (Apache)」を取り上げている。アパッチ・ウェブサー
バ・ソフトウェアとは、オープンソースのソフトウェアである。そのため、だれもがイン
ターネットからダウンロードして無料で利用できる。そして、適切なスキルを持っていれ
ば、だれでも修正できるように設計されている。当研究は、この「アパッチ」の顧客が情
報や意見を交換している「Apache User Forum」の参加者 75名と、「Apache Newsgroup 
(apache module.org)」の購読者 63名に対して調査を実施した。その結果、CAIツール8 を
利用した顧客の商品に対する満足度が、そうでない顧客よりも高いことが実証された。こ
のことから、企業が多様なニーズを持っている顧客に対して、生産性を向上させるために、
あらかじめ品揃えを持たず、代わりにCAIツールを活用するというアプローチを採ること
が、一定の顧客セグメントには受容されることが確認された。 
CAIツールが市場で成功するか否かは、業界の置かれた現状のみならず、CAIツールの
品質にも大きく依存する。Prugl and Franke (2005) では、コンピュータ・ゲーム産業で
提供された 100の CAIツールについての研究を行い、CAIツールが市場で成功するため
の条件に関する考察がなされた。 
von Hippel (2005) では、独立した専門家により成功と評価された CAIツールを研究す
ると、CAIツールの品質や利用状況との相関性が相当に高いことが明らかとなったとして、
市場での成功に大きく影響を与える要因として以下の四つを提示している。 
第一には、CAIツールで可能となった試行錯誤で、どれだけのことが学習できるか否か
である。本稿 22ページの図表 2-2で示したように、CAIツールを使用することで、顧客
は試行錯誤を通じて学びながら次に進むという完成したサイクルをたどりつつ、設計プロ
セスを進めることができる。これは CAIツールにとり大変重要な機能であり、試行錯誤に
よる課題解決こそが、製品開発の基本である (von Hippel 2005) 。 
第二に、設計のために提供されるソリューション・スペースが、どの程度ユーザー固有
の問題に適合するか否かである。カスタムメイドの製品やサービスを経済的に生産するに
                                                  
8 Franke and von Hippel (2003b) では「ツールキット」と呼ばれているが、定義は同じであ
るため、本稿では統一して「CAIツール」としている。 
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は、そのカスタム設計が特定メーカーの製造システムの中に作りこまれた既存の性能や自
由度の枠内に適合することが必須である。von Hippel (2005) では、これをそのシステム
が提供する「ソリューション・スペース」と呼んでいる。仮に、ユーザーが組み合わせる
ことのできる、あらかじめ用意されたオプションが比較的少ないと、通常は小さなソリュ
ーション・スペースしか生まれない。 
例えば、自動車を自分の好きなように設計したいと思っても、エンジンやトランスミッ
ション、塗装色のような与えられた選択リストから、自分の好みを選択できるに過ぎず、
ユーザーは小さなソリューション・スペースの中に押し込まれてしまう。このように、カ
スタムメイドの製品やサービスのメーカーが、ユーザーにとって利用可能なソリューショ
ン・スペースへ強制的に制限を加えるのは、製造プロセスへの簡単な調整で済むカスタム・
ユーザー設計を実現しておかなくては、カスタム製品を妥当な価格で販売することができ
ないからである。ただし、メーカーが自社のソリューション・スペースの範囲を超える要
求にこたえようとするならば、大なり小なりの投資と、製造プロセス全体の見直しが必要
となる (von Hippel 2005) 。 
第三が、提供される CAIツールがどれだけユーザーフレンドリーであるか否かである。
CAIツールが、ユーザーがすでに保有しているスキルが使え、普段から使い慣れている設
計言語で働くように作られていることが重要である。このことにより、ユーザーにとって
は CAIツールを有効に利用するためのトレーニングが、それほど必要でなくなる (von 
Hippel 2005) 。 
最後が、モジュール化されたライブラリーがどれだけ高品質か否かである。例えば、カ
スタム化されたヘアスタイルをデザインしたいユーザーは、CAIツールのライブラリーか
ら自分好みに近いヘアスタイルを選んでから、それに修正を加えることが便利だと気付く
だろう。ユーザーは容易に追加や削除が行える、モジュール化されたライブラリーを出発
点として、さまざまな要素を足したり引いたりしながら、自分の求めるスタイルを創り出
すことができるわけである (von Hippel 2005) 。 
 
第２項 CAIツールのリスクに着目した研究 
 
 CAIツールのリスクに関する研究も、前述のようなその可能性に焦点を当てたものに比
べれば数は少ないが行われている。Schreier and Franke (2004) は、メーカーから提供さ
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れた簡単な CAIツールでカスタマイズされた消費者製品（例：スカーフやＴシャツ、携帯
電話カバー）にユーザーがどのような価値を置くのかについての議論を行う中で、CAIツ
ールの品質の重要性を示す情報を得た。そのうえで、ユーザーの購買意欲は、CAIツール
を使うことが楽しい時はプラスの影響を受けるが、一方で CAIツールを用いたカスタム設
計が困難であれば、著しくマイナスの影響を受けることを明らかにした。 
また、Dellaert and Stremersch (2005) においても、CAIツールの利用による購買意欲
を向上させる効果と、その反面、利用の際に複雑さを感じさせるリスクが述べられている。 
ここでは、CAIツールによる商品のニーズに対する適合度の向上と、操作の複雑さの間に
は、トレードオフの関係があることが検証された。具体的には、架空のパソコン通販サー
ビスにおいて 409人を対象にした実験を行い、パソコンに対する専門知識の高低、カスタ
マイズの仕様設定可能なモジュール数の多寡、デフォルトバージョンの有無などにより商
品の購入意向、サービスの複雑さに対する評価、カスタマイズサービスの利用意向への影
響を検証した。結果として、パソコンに対する専門知識が高い人においては、カスタマイ
ズによる購入意向の向上効果が高く現れた。他方で、パソコンに対する専門知識が乏しい
人においては、サービスの複雑さに対する評価が高く現れた。しかし、デフォルトバージ
ョンの設定により、その複雑さの評価が解消される傾向にあることも明らかにされた。 
 
 
第３節 まとめ 
 
本章では「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上」について言及した。 
第１節では、Lovelock and Young (1979) での、サービス業においてセルフサービスを 
採用することにより生産性が向上するという点から議論を開始した。さらには、Kelley, 
Skinner, and Donnelly Jr. (1990) などの先行研究を紹介し、「部分的な従業員」として顧
客の参加を計画、管理する手法についてふれた。こうした先行研究により、サービス業に
おいては、商品の生産プロセスの一部を顧客に代行させるアプローチ、つまりは「セルフ
サービス的アプローチ」の有効性、リスク、および実現性に対する議論が一通りなされた
ことを示した。そして、セルフサービスをより積極的に展開するため、セルフサービス・
テクノロジー (SST) を有効的に活用し、生産性の向上を実現している企業の例をいくつ
か紹介した。 
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これらの先行研究を踏まえて第２節では、サービス業以外、あるいは商品の生産以前に
あたる「開発の段階」における、「セルフサービス的アプローチ」の適応に関する議論の進
展を概観した。そこでは、顧客自らが商品を設計・開発できる「CAIツール」を提供する
ことにより、生産性が向上するという議論を概観し、Thomke and von Hippel (2002) や 
Franke and von Hippel (2003b) などを通してその可能性を論じ、他方で Dellaert and 
Stremersch (2005) などから、そのリスクへもふれた。しかし、この CAIツールを用いた
アプローチの有効性や実現性、およびリスクとその程度については、まだ議論が新しいこ
ともあり、今後はさらに他の業界へと対象を広げた実証的な研究が望まれるところである。 
 本章では、業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上という効果に着目し
た研究として、主に以下の論文を取り上げた (図表 2-3)。 
 
図表 2-3  第 2章で取り上げた主な論文 
研究者 (発表年) 研究手法 内容 
Lovelock and 
Young (1979) 
レビュー サービスの一部を顧客に代行 (セルフサービス) 
させることによる生産性の向上を提唱 
Mills, Chase, and 
Margulies (1983) 
レビュー 顧客を「部分的な従業員」とみなすアプローチを
提示、これにより生産性が向上する可能性がある
と提唱 
Bateson (1985) 実証 金銭的もしくは時間的なインセンティブがなく
ても、好んでセルフサービスを選択する顧客セグ
メントが存在することを実証 
Mills, and Morris 
(1986) 
レビュー 顧客を「部分的な従業員」として組み込むための
段階的なアプローチを提唱 
Goodwin (1988) レビュー 顧客をトレーニングすることが、サービスの質を
向上させることに寄与すると提唱 
Bowers, Martin, 
and Luker (1990)
レビュー 「部分的な従業員」である顧客に、従業員に対す
る管理手法を適応することの有効性を提唱 
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Kelley, Skinner, 
and Donnelly Jr. 
(1990) 
レビュー 顧客を「部分的な従業員」として巻き込むアプロ
ーチを「組織的な社会化」の概念とともに精緻化
Fodness, Pitegoff, 
and Sautter 
(1993) 
レビュー 顧客をセルフサービスに向かわせることにより、
企業にとってはサービスの提供機会が縮小する
リスクがあることを指摘 
Thomke and von 
Hippel (2002) 
レビュー 顧客自らが商品を設計・開発できる「CAIツール」
を提供することによる生産性の向上を提唱 
Franke and von 
Hippel (2003b) 
実証 ニーズが多様な商品における「CAIツール」の、
顧客による受容性を実証 
Von Hippel (2005) 
 
レビュー 「CAIツール」の市場での成功に、大きな影響を
当てる要因を 4つ提示 
Dellaert and 
Stremersch 
(2005) 
実証 「CAIツール」の利用による購買意欲を向上させ
る効果と、その反面、利用の際に複雑さを感じさ
せるリスクを実証 
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第３章 顧客に自身が参加したと認識させること
により心理的態度の好転 
 
 
本章では「顧客に自身が参加したと思わせることによる心理的態度の好転」をテーマに、
開発・生産における顧客共創型の商品価値創造での、顧客側の心理的なプロセスへの影響
に着目した一連の研究を概観する。これは企業側からすると、顧客自身に商品の開発・生
産のプロセスへ参加したと思わせることにより、参加させなかったときと比較して、心理
的な態度が好転することを狙うアプローチである。 
Mills, Chase, and Margulies (1983) を起点とするこの系譜は、まだいくつかの仮説が
提示されているのみであり、それらに対する実証はそれほど進んでいないといえる。そう
した中、本稿では主に「自己知覚理論(self-perception theory)」と「自己高揚バイアス
(self-serving bias) 9 」という二つの心理的傾向に着目し、それぞれに基づいて仮説を提示
した論文を中心に議論を進める。 
 
第１節 否定的な判断に向かうバイアスの解消に関する研究 
 
 Mills, Chase, and Margulies (1983) は、サービス業において顧客を部分的な従業員と
みなし、顧客を自らが望んでいる成果物をただ単に待つ傍観者ではなく、参加者として積
極的に巻き込んでいくことにより、その成果物に対して傍観者であることによる、ともす
れば否定的な判断に向かうバイアスを解消することができる可能性を提示した。これは、
今日の顧客参加型の商品開発に対して実務家が期待している効果の一つでもある「顧客が
自ら関わることで、よりその商品に愛着や親しみをもってくれる」という効果に近い（及
川 2009）。 こうした効果を期待して、顧客共創型の商品開発に取り組んだ一例として、
ここでは日本の飲料メーカーであるカルピス株式会社（カルピス）を取り上げる。 
                                                  
9 self serving bias は「自己奉仕的バイアス」と訳される場合もあるが、本稿ではこれを、自
分を肯定的に見るさまざまな認知バイアスと捉えているため、「自己高揚バイアス」という言葉
で統一している。 
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 カルピスは乳酸菌飲料「カルピス」という同社商品の愛飲者に、商品開発のプロセスへ
参加してもらうことで、より一層の愛着を感じてもらうことを目的として、消費者参加型
の商品開発プロジェクトを実施した。 
同社は、2008年 5月 7日～8月 31日までの約 4ヶ月間にわたり、ソーシャル・ネット
ワーキングサービス (SNS) の『mixi』に公認コミュニティを開設。実際の飲料開発プロ
セスに則して「フルーツカルピス® 開発プロジェクト」を展開した。 
具体的には、「フルーツカルピス」の新しいフレーバーやキャッチフレーズ10、パッケー
ジデザインのアイディアをコミュニティ内に自由に書き込んでもらい、アイディアが出そ
ろったところで、コミュニティのメンバーに投票してもらう形で展開した。同時に共同開
発の進捗について、同社のオフィシャルサイト内でユーザーに報告することで、ユーザー
との一体感を醸成した11。 
 
 上記のような、商品開発プロセスに顧客を積極的に巻き込んでいくことで、愛着や親し
みを持ってもらい、顧客との絆を深めていくというアプローチには多くの企業が取り組ん
でいる。Mills, Chase, and Margulies (1983) はそうした効果に近い概念を提唱したとい
える。こうした、顧客が参加することによる心理的な態度の好転というベネフィットは、
経験的な視点からさらに注目されるべきである。 
Swartz and Iacobucci (1999) では、これらのベネフィットは、より大きな満足および／
またはサービス提供者への愛着やロイヤリティといった目標を実現するために、どのよう
に利用できるかという点について、より多くの実証研究が求められると指摘している。次
節からは、より具体的に顧客側の心理的プロセスへの影響に着目した一連の研究を概観し
ていく。 
 
第２節 自己知覚理論に注目した研究 
 
本節では、顧客側の心理的プロセスへの影響を、「自己知覚理論 (self-perception 
                                                  
10 フレーバーについては 700件、キャッチフレーズについても 160件を超えるアイディアが
寄せられた。 
11『I.M.press』2009年 1月号、16～17ページ。 
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theory) 」という心理的傾向に関する概念を用いて検証した研究を紹介する。まず初めに
次項において、この「自己知覚理論」という概念についての解説を行う。 
 
第１項 自己知覚理論とは 
 
 Bem (1972) によれば、人間には自分の心を、あたかも他者の心を理解するように、理
解する心理的傾向があるとされている。これが「自己知覚理論 (self ‒perception theory) 」
の原則である。 
 
人間は自身の行動から自分の態度を推測することがある。つまりは、自らの行動の合理
性や正当性といったものを、後から見出す心理的傾向をもっているわけである。 
 
例えば、病院で医師の診察を受けるために長い時間待っていたとすると、そこで費やし
た労力を「診察が優れていた」というように思うことで正当化する、などである。やや話
はそれるが、私にもこのような経験があった。高校時代、私は食堂でしばしばカレーを食
べていた。恐らく多い時など、週に五回は食べていたであろう。そのようなわけで、ある
とき友人から「カレーが好きなのか」と尋ねられた。けれど私は、自分がカレーを好きか
どうかが曖昧であった。ただ単にカレーが安く、かつ素早く提供されるゆえ、食べていた
に過ぎないからであろう。そこで、私は自分の行動を振り返った。そして、週に何度もカ
レーを食べていることを改めて思い出し、「よく食べているし、好きだと思う」と答えた。
つまり、私は自分の今までの行動から、自身のカレーに対する態度を推測したといえる。 
話を元に戻そう。「自己知覚理論」とは、こうした心理的傾向を描写したものなのである。 
つまりは、自身の行動を、あたかも他者の心を理解するように観察し、そこから自分の態
度を推測する。そのようにして、後から自らの行動の合理性や正当性といったものを見出
す。こうした心理的傾向こそが「自己知覚理論」なのである。 
 Festinger and Carlsmith (1959) においては、こうした自己知覚理論に関する実験が、
下記のようにして行われている。ある 2人の被験者が 1時間まったく同じ作業を行い、片
方は 20ドル、もう片方は 1ドルを受け取った。そして、両者とも「作業は楽しかった」
といった。このうち 20ドルを受け取った被験者は、「作業が楽しいと言ったのは 20ドル
をもらったからであって、本当は作業が楽しかったわけではないだろう」と、自らの作業
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に対する態度を、自身の「作業は楽しかった」との発言と、「20ドルを受け取った」とい
う行動から推測する。一方で、1ドルを受け取った被験者は、同じく自らの発言と、「1ド
ルを受け取った」という行動から、「1ドルで嘘をつくなど分に合わない。それだから、作
業が楽しいと言ったのは嘘ではなくて、本音であったに違いない」と、自ら作業に対する
態度を推測したと考えられる。この実験からも、自身の行動から態度を推測し、そのよう
にして、後から自らの行動の合理性や正当性といったものを見出すといった、「自己知覚理
論」の心理的傾向を理解することができる。 
 
第２項 Van Raaij and Pruyn (1998)の理論 
 
 前述した「自己知覚理論」に着目し、これをベースとしながら、van Raaij and Pruyn 
(1998) では、顧客が自らの労力を投入して参加した商品に対しては、より肯定的に評価を
するバイアスが生じる可能性が提唱された。当論文において、導出された仮説には以下の
2つがある。 
ⅰ）顧客がサービスの特定の段階で労力を使ったならば、そのサービスに対して、後か
らより肯定的に評価するのではないか 
この仮説を自己知覚理論と照らし合わせると、顧客は、自らの労力をサービスの特定の
段階に使うという「行動」をとったからには、そのサービスは自らのニーズや隠された選
好を備えていると考えるので、後からより肯定的な「態度」をとる、と考えられるわけで
ある。 
ⅱ）顧客がサービスの実現化の段階で労力を使ったならば、サービスの品質が明らかに
期待に沿わなかったものでなければ、そのサービスの信頼性や結果に対して、後からより
肯定的に評価するのではないか 
上記の仮説を、再び自己知覚理論と照らし合わせると、顧客は、サービスの実現化の段
階で労力を使うという「行動」をとったため、そのサービスを得るための労力を正当化す
る。そのため、明らかにサービスの品質が期待に沿わなかった場合を除き、その信頼性や
結果に対して、後からより肯定的な「態度」をとる、と考えられるわけである。前述の、
病院で医師の診察を受けるために長い時間待っていた事例を引き合いに出すと、診察を受
けるというサービスを得るためにとった、長時間待つという労力を正当化するために、後
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から「診察が優れていた」などと肯定的な態度をとることにより、その労力を正当化する
わけである。 
 このように van Raaij and Pruyn (1998) は、自己知覚理論に基づき、顧客が自らの労
力を投入して参加した商品に対しては、より肯定的に評価をするバイアスが生じる可能性
を提示した。その一方で、より否定的な評価をするという、マイナスのバイアスが生じる
リスクに関してはふれられていない。そうした、「顧客を参加させることが必ずしも肯定的
な態度をもたらすわけではない」という観点からの研究は、次節で紹介する。 
 
 
第３節 自己高揚バイアスに注目した研究 
 
 ここでは顧客を参加させることが、必ずしも肯定的な態度をもたらすわけではない、と
いう観点に基づいた研究を取り上げる。 
Bendapudi and Leone (2003) は、そうした観点に基づいて議論を進め、その中で「自己
高揚バイアス (self-serving bias)」という心理的傾向に着目して仮説を提示、その検証を
行った。本節ではまず初めに、この「自己高揚バイアス」について述べ、それを踏まえた
うえで、Bendapudi and Leone (2003) における研究を紹介する。その後、日本をはじめ
とするアジアの社会的背景を考慮したうえでの、自己高揚バイアスへの反駁、さらには「顧
客帰属」という概念を用いて、再度、この論文において提示された仮説の検証を行う。 
 
第１項 自己高揚バイアスとは 
 
「自己高揚バイアス (self-serving bias) 」とは、自分を肯定的にみるさまざまな認知バ
イアスのことである。 
 
自己高揚バイアスは多数ある。そのうちの一つとして「平均以上効果 (above average 
effect) 」というものがある。例えば、ある大学生たちに「君のリーダーシップ能力は、こ
の大学の学生の中で上から何%くらいだと思うか」と尋ねると、20%や 30%のように小さ
い数字を答える学生が、80%や 90%のように大きな数字を答える学生よりも多く、その平
均をとると 50%よりも小さな数になる現象である。これは、人々に自分の能力について、
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自分の所属集団内での相対的な地位を尋ねると、その回答の平均が、理論上の平均 (つま
り 50%) を超える現象を意味する（大橋 2008）。 
 このほかに、「原因推測の自己高揚バイアス」も知られる。これは成功したならば、原因
は自分の能力や努力であるととらえ、失敗した場合には、その原因を運や課題の困難さに
求めるという心理的傾向を意味する。Miller and Ross (1975) においても、自分が成功し
たときは自分の能力が高いというような内的な要因に原因帰属し、失敗したときには運が
悪かったなど外的要因に原因帰属することが論証されている。これらは、自分を過度に望
ましくとらえていることを意味し、自己イメージの維持や高揚に役立ち、さらには精神的
な健康を保つためにも良いと議論されている (Taylor and Brown 1988)。特に欧米での自
己認知に関する研究では、広くこの「自己高揚バイアス」が報告されており、欧米では人
の心理の基礎的な性質だとされている。本節では、多数ある自己高揚バイアスの中でも特
に、上記の「原因推測の自己高揚バイアス」に焦点をあて、議論を進めていく。 
 
 
第２項 Bendapudi and Leone (2003)の理論 
 
Bendapudi and Leone (2003) は、前述の、自分を肯定的にみるさまざまな認知バイア
スである「自己高揚バイアス」の中でも特に、「原因推測の自己高揚バイアス」に着目して
議論を展開した。再度、その定義を確認しておこう。 
 
原因推測の自己高揚バイアスとは、成功したならば、原因は自分の能力や努力であると
とらえ、失敗した場合には、その原因を運や課題の困難さに求めるという心理的傾向のこ
と。 
 
Bendapudi and Leone (2003) は、この心理的傾向を基盤として仮説を提示し、その検
証を行った。ちなみに、この研究におけるサンプルは、アメリカにおける主要な大学の学
生 135人で、対象商品は、本棚・額・ジーンズ・預金・ホテルでの滞在・減量の六つであ
る。そして、提示された仮説は以下のとおりである。 
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ⅰ）顧客へ参加に対する選択権があり、当初の期待よりも結果が良かったとき、参加し
た顧客は、参加しなかった顧客よりも、その企業に対する満足度が低い。 
この仮説を原因推測の自己高揚バイアスと照らし合わせると、顧客が成功の要因を自分
の能力や努力に求めるため、自身が成功へ貢献したとの想いを抱き、それがかえって企業
の力に対する評価を低くする。そのため、参加しなかった顧客に比べ、企業への満足度が
相対的に下がるのだといえる。そしてこの仮説は支持された。特に本棚とホテルでの滞在
の 2項目では、平均をとると t値において非常に有意な差が出た。また、ジーンズと預金、
減量においても同様に有意な差がみられた。 
ⅱ）顧客へ参加に対する選択権があり、当初の期待よりも結果が悪かったとき、参加し
た顧客は、参加しなかった顧客よりも、その企業に対する満足度が高い。 
上記の仮説を、原因推測の自己高揚バイアスと照らし合わせると、顧客は自身が参加し 
たのにも関わらず、当初の期待よりも結果が悪かったため、その原因を運や課題の困難さ
へと求める。そのため、それらに失敗の原因を求めない、参加しなかった顧客に比べて、
不満が抑えられる。そのため、相対的に満足度が高くなるのだといえる。そしてこの仮説
は支持された。特に本棚とジーンズ、預金、ホテルでの滞在では、平均をとると t値にお
いて非常に有意な差が出た。 
ⅲ）顧客へ参加に対する選択権があり、結果が当初の期待通りだったとき、参加した顧 
客も参加しなかった顧客も、その企業に対する満足度は同じ程度である。 
この仮説は一部支持された。預金とホテルの滞在においてのみ、平均をとると t値での
有意な差が認められた。このように、Bendapudi and Leone (2003) では、「原因推測の自
己高揚バイアス」をベースとして、「開発・生産における顧客共創型の商品価値創造」にお
ける顧客側の心理的なプロセスへの影響において、マイナスのバイアスが生じるリスクも
考慮すべきであることを実証した。 
 
第３項 自己高揚バイアスへの反駁 
 
 前項においては、「成功したならば、原因は自分の能力や努力であるととらえ、失敗した
場合には、その原因を運や課題の困難さに求めるという心理的傾向」である「原因推測の
自己高揚バイアス」に立脚して仮説の提示と実証を行った研究を紹介した。この原因推測
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の自己高揚バイアスを含んだ「自己高揚バイアス (self-serving bias) 」は、前述のとおり、
欧米では人の心理の基礎的な性質だとされてきた。実際に既出の、Bendapudi and Leone 
(2003) では、アメリカの主要な大学の学生 135人をサンプルとした調査により仮説が支持
され、かような心理的傾向があることを裏付けている。 
しかし、日本をはじめとするアジアにおいても、同様の心理的傾向は存在するのであろ
うか。仮に、それが存在しないとするならば、上記の研究における仮説を再度、検証する
べきではないだろうか。心というものは根本的に社会的な産物である。だからこそ、顧客
側の心理的なプロセスへの影響を考察するためには、文化的な背景を考慮することが必要
であろう。 
このような問題意識に基づいて、本項では、日本をはじめとするアジアの社会的背景を
考慮したうえでの、自己高揚バイアスへの反駁を行い、前項において提示された仮説ⅰ）
の再構築を試みる。既に述べたように、欧米ではさまざまな自己高揚バイアスが報告され
ており、それは人の心理の基礎的な性質だとされてきた。しかし、この自己高揚バイアス
が、日本をはじめとするアジアでは小さい、あるいは見られないことが明らかになってき
ている (Markus and Kitayama 1991; Heine et al. 1999 ;  Matsumoto 2001 )。 
例えば、平均以上効果は日本においても認められるが、そのサイズは概して欧米の報告
よりも小さい（外山・桜井 2001）。さらに「原因推測の自己高揚バイアス」は、日本では
見られにくく、逆に自己卑下が見られることが多い。成功や失敗の原因帰属に関しては、
日本人の場合、利己帰属はほとんど見られない。むしろ、一貫して成功は外的要因に、失
敗は内的要因に帰属している（北山・高木・松本 1997）。こうしたことから、日本をはじ
めとするアジアの人々は、必ずしも肯定的な自己イメージを持っていないことがうかがえ
る。かような文化的背景から、Bendapudi and Leone (2003) において提示された 仮説ⅰ）
が、日本をはじめとするアジアにおいても実証されるか否かについては、疑問を挟む余地
があるといえよう。ちなみに、仮説ⅰ）とは以下の通りであった。 
ⅰ）顧客へ参加に対する選択権があり、当初の期待よりも結果が良かったとき、参加し
た顧客は、参加しなかった顧客よりも、その企業に対する満足度が低い。 
この仮説を Bendapudi and Leone (2003) は自己高揚バイアスと照らし合わせた。つま
りは、顧客が成功の要因を自分の能力や努力に求めるため、自身が成功へ貢献したとの想
いを抱き、それがかえって企業の力に対する評価を低くする。そのため、参加しなかった
顧客に比べ、企業への満足度が相対的に下がる、と考えた。しかし、図表 3-1が示すよう
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に、日本をはじめとするアジアにおいては、これと対照的な心理的傾向が見受けられる。 
 
図表 3-1 自己高揚バイアスへの反駁 
 
 
自己高揚バイアス 自己高揚バイアスへの反駁 
 
 
 
 
 
 
 
Miller and Ross (1975) 
成功したときは自分の能力が
高いというような内的要因に
原因帰属し、失敗したときには
運が悪かったなど外的要因に
原因帰属する。 
北山・高木・松本 (1997) 
成功や失敗の原因帰属に関し
ては、日本人の場合、利己帰属
はほとんど見られない。 
むしろ、一貫して成功は外的要
因に、失敗は内的要因に帰属し
ている。 
  
そこで、北山・高木・松本 (1997) の社会的背景を考慮した上での自己高揚バイアスへ
の反駁を論拠に、顧客として日本をはじめとするアジアの人々を想定し、仮説ⅰ）の再構
築を行うならば、以下のようになるであろう。 
 顧客へ参加に対する選択権があり、当初の期待よりも結果が良かった時、参加した顧客
は、その成功要因を自己以外の外的要因に見出すため、企業の力をより高く評価する。 
そのため、参加しなかった顧客と比べ、その企業への満足度が相対的に高くなる。 
 
第 4項 顧客帰属 
 
 前述のように、「原因推測の自己高揚バイアス」は日本人には見られにくく、また、成功
や失敗の原因帰属に関しては、日本人の場合、利己帰属はほとんど見られない。むしろ、
一貫して成功は外的要因に、失敗は内的要因に帰属している（北山・高木・松本 1997）。 
顧客として、日本をはじめとするアジアの人々を想定する場合には、Bendapudi and Leone 
(2003) において提示された、仮説ⅱ）に関しても再度、検証する必要があるといえる。こ
うした問題意識から、本項では、「原因推測の自己高揚バイアスへの反駁」に加え、サービ
スの文脈においてしばしば引用される「顧客帰属 (customer attributions)」の概念を用い
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て、仮説ⅱ）の再構築を試みる。そしてここでは、「顧客は成果物の品質に対して部分的な
責任を負う。それゆえ、顧客参加は顧客帰属と関連する」という理論を前提としている。 
 Zeithaml (1981) は、サービスが劣悪であるとき、消費者は不満のうちの幾らかを、サ
ービスの生産プロセスにおいて、自己の役割を遂行できなかった自身の能力不足のせいに
すると考えられると提唱した。さらに、Silpakit and Fisk (1985) では、理論的には、顧
客参加が高まるほど、顧客は不満足な結果をサービス提供企業ではなく、自分のせいにす
る傾向が高まることを明らかにした。そして経験的にも、高い顧客参加が求められるサー
ビスにおいては、劣悪なサービスに対して、顧客はサービス提供者を責めない傾向にある
ということが明らかにされている (Hubbert 1995)。 
その一方で、これとは対照的に、Folkes (1984) や、Folkes and Kotsos (1986) におい
ては、顧客がサービスの生産・提供に参加しないとき、顧客は劣悪なサービスについて、
サービス提供者を責める傾向にあることが明らかにされている（図表 3－2）。 
 
図表 3-2  サービスの生産・提供に参加する顧客と参加しない顧客 
 
 参加する顧客 参加しない顧客 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・顧客参加が高まるほど、顧客
は不満足な結果を自分のせ
いにする傾向が高まる  
・高い顧客参加が求められるサ
ービスにおいては、劣悪なサ
ービスに対して、顧客はサー
ビス提供者を責めない傾向
にある  
・顧客がサービスの生産・提
供に参加しないとき、顧客
は劣悪なサービスについ
て、サービス提供者を責め
る傾向にある 
 
これらを踏まえて、仮説ⅱ）の再構築を試みる。Bendapudi and Leone (2003) で導出 
された仮説ⅱ）とは以下のとおりであった。 
 
42 
 
ⅱ）顧客へ参加に対する選択権があり、当初の期待よりも結果が悪かったとき、参加し
た顧客は、参加しなかった顧客よりも、その企業に対する満足度が高い。 
上記の仮説を、原因推測の自己高揚バイアスと照らし合わせると、顧客は自身が参加し 
たにも関わらず、当初の期待よりも結果が悪かったため、その原因を運や課題の困難さ 
へと求める。そのため、それらに失敗の原因を求めない、参加しなかった顧客に比べて、 
不満が抑えられる。そのため、相対的に満足度が高くなるのだといえた。 
しかし、既述した「顧客帰属」の概念を商品価値創造の文脈へと適用し、さらには、北
山・高木・松本 (1997) の社会的背景を考慮した上での自己高揚バイアスへの反駁を論拠
に、顧客として日本をはじめとするアジアの人々を想定し、仮説ⅱ）の再構築を行うなら
ば、以下のようになるであろう。 
顧客へ参加に対する選択権があり、当初の期待よりも結果が悪かったとき、参加した顧
客は、不満足な結果を自分のせいとする傾向が高まる。さらには成果物の提供者を責めな
い傾向にある。そのため、成果物の提供者を責める傾向にある参加しなかった顧客よりも、
相対的に、その企業に対する満足度が高くなる。 
さらに、本項で述べたこれらの概念は、企業が顧客と共に商品価値創造を行うことのメ
リットも示唆している。顧客がサービスの生産・提供に参加しないとき、劣悪なサービス
についてサービス提供者を責める傾向にあるのと対照的に、参加した顧客は、不満足な結
果を自分のせいとし、サービス提供者を責めない傾向にあることは、前述のとおりである。 
それゆえ、参加する顧客は企業にとって「脅威が小さい」とも考えられる (Mills, Chase, 
and Margulies 1983; Zeithaml 1981)。 
一方で、劣悪ないし、不満足な経験についてサービス提供者を責める顧客は「怒れる人」
であり (Folkes 1984) 、顧客参加により顧客帰属が生じた、自身を責める顧客に比べ、よ
り否定的な口コミを行うことが経験的に明らかとなっている (Krishman and Valle 1979; 
Richins 1983; Valle and Wallendorf 1977)。 
これらの先行研究から、企業は顧客と共に商品価値創造を行うことにより、提供した成
果物が当初の期待よりも悪かったときに、顧客の不満を和らげる、さらには否定的な口コ
ミを抑制するというメリットを享受しうる可能性があるといえるのではないだろうか。 
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第４節 まとめ 
 
本章では、「顧客に自身が参加したと思わせることによる心理的態度の好転」をテーマに、
顧客側の心理的なプロセスへの影響に着目した一連の研究を紹介した。これは、Mills, 
Chase, and Margulies (1983) を起点とする、顧客自身に商品の開発・生産のプロセスへ
参加したと思わせることにより、参加させなかったときと比較して、心理的な態度が好転
することを狙うアプローチである。この系譜は、まだいくつかの仮説が提示されているの
みで、それらに対する実証はそれほど進んでいないといえる。そうした中、本章において
は「自己知覚理論(self-perception theory)」と「自己高揚バイアス(self-serving bias)」と
いう二つの心理的傾向に着目し、それぞれに基づいて仮説を提示した論文を中心に議論を
行った。 
自己知覚理論に基づいた研究としては、van Raaij and Pruyn (1998) を取り上げた。 
ここでは、自己知覚理論に基づき、顧客が自らの労力を投入して参加した商品に対しては、
より肯定的に評価をするバイアスが生じる可能性が提示された。その一方で、顧客を参加
させることが、必ずしも肯定的な態度をもたらすわけではない、という観点に基づいた研
究も取り上げた。それが、自己高揚バイアスに着目して仮説を提示、その実証を行った、
Bendapudi and Leone (2003) である。ここでは、「開発・生産における顧客共創型の商品
価値創造」での、顧客側の心理的なプロセスへの影響において、マイナスのバイアスが生
じるリスクも考慮すべきであることが実証された。 
そして最後に、日本をはじめとするアジアの社会的背景を考慮したうえでの、自己高揚
バイアスへの反駁、さらには「顧客帰属」という概念を用いて、再度、この論文において
提示された仮説の検証を行った。そこでは、顧客が日本をはじめとするアジアの人々であ
ると想定し、新たな仮説の提示を試みた。 
また、第２節で述べているので詳細は省くが、Dellaert and Stremersch (2005) におい
ては、「CAIツール」によるカスタマイズの心理的な側面を扱った議論がなされており、
「CAIツール」の利用における購買意欲を向上させる効果と、その反面で、利用の際の複
雑さを感じさせるリスクが実証されている。 
 以上のように、顧客共創型の開発・生産における、顧客の心理的なプロセスへの影響に
関しては、いくつかの先行研究で仮説が提示されているのみで、それらに対する実証がそ
れほど進んでいないといえる。また、心というものは根本的に社会的な産物であるゆえ、
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文化的な背景を考慮したうえでの、顧客側の心理的なプロセスへの影響に対する実証が望
まれるところである。 
本章では、「顧客に自身が参加したと認識させることによる心理的態度の好転」という効
果に着目した研究として、主に以下の論文を取り上げた (図表 3-3)。 
図表 3-3 第 3章で取り上げた主な論文 
研究者 (発表年) 研究手法 節 内容 
Mills, Chase, 
and Margulies 
(1983) 
レビュー 1 顧客を参加者として巻き込むことよる、否定的
な判断に向かうバイアス解消の可能性を提示 
Swartz and 
Iacobucci (1999) 
レビュー 1 顧客の心理的態度の好転というベネフィット
を、サービス提供者への愛着やロイヤリティへ
とつなげるための議論が必要だと指摘 
Van Raaij and 
Pruyn (1998) 
レビュー 2 自己知覚理論に基づき、顧客が自らの労力を投
入して参加した商品に対しては、より肯定的に
評価をするバイアスが生じる可能性が提唱 
Miller and Ross 
(1975) 
レビュー 3 自分が成功したときは自分の能力が高いという
ような内的要因に原因帰属し、失敗したときに
は運が悪かったなど外的要因に原因帰属すると
いう「原因推測の自己高揚バイアス」を論証 
Bendapudi and 
Leone (2003) 
実証 3 「原因推測の自己高揚バイアス」をベースとし
て、顧客側の心理的なプロセスへの影響におい
て、企業はマイナスのバイアスが生じるリスク
も考慮すべきであることを実証 
北山・高木・松本 
(1997) 
レビュー 3 日本の社会的背景を考慮した上で、自己高揚バ
イアスへの反駁を提唱 
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Silpalit and Fisk 
(1985) 
 
レビュー 3 顧客参加が高まるほど、顧客は不満足な結果を
サービス提供企業ではなく、自分のせいにする
傾向が高まると提唱 
Hubbert (1995) 実証 3 高い顧客参加が求められるサービスにおいて
は、劣悪なサービスに対して、顧客はサービス
提供者を責めない傾向にあると提唱 
Folkes and 
Kotsos (1986) 
レビュー 3 顧客がサービスの生産・提供に参加しないとき、
顧客は劣悪なサービスについて、サービス提供
者を責める傾向にあることを提唱 
Dellaert and 
Stremerssch 
(2005) 
実証 4 CAI ツールの利用による購買意欲を向上させる
効果と、利用の際の「複雑さ」を感じさせるリ
スクを実証 
注）見出しにある「節」とは、その研究が主に取り上げられている節を意味する。 
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第４章 顧客から鍵となる知を移転させることに
よるイノベーションの促進 
 
本章においては、「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーション12 の促
進」について論じる。顧客を商品の開発や生産の段階から取り込むことで、革新的な商品
を創造するための鍵となる知を顧客側から取得するという、このアプローチに関しては、
von Hippel (1994) 以降、一連の概念提示型および実証型の研究がなされている。 
まず初めに第１節では、von Hippel (1994) や、小川 (1997) などに代表される初期の研
究における、「情報の粘着性」の概念から商品開発の早い段階で顧客に商品のプロトタイプ
を提供し、それを利用してもらいながら鍵となる情報を探る「対話的なプロセス」の有効
性に関する議論を紹介する。 
続いて、第２節では、こうした顧客共創型のアプローチを、インターネットを活用する
ことで、より積極的に展開していく手法に関する研究を取り上げる。 
さらに、第３節では、デジタル情報技術の進化を「web 2.0」という概念から整理し、そ
の進化が企業と顧客間でのコミュニケーション活動にもたらした変化につい概観する。そ
の後、具体的な事例を取り上げ、そうした変化が「顧客の無自覚的参加」という新たな形
でのイノベーションの促進を可能としていることについて述べる。 
最後に、第４節においては、ユーザー・イノベーションにおける新たな知見を三つ取り
上げ、それらに関する研究の整理を行う。 
 
第１節 プロトタイプの有効性に関する研究 
 
第１項 イノベーションの発生場所 
 
コモディティ化が進行している状況下において、企業には、顧客が革新的 (innovative) 
                                                  
12 イノベーションに対する定義はさまざまであるが、本稿ではこれを、広く「従来にない新た
な顧客価値を生み出す事業創造」としている。 
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であると知覚する商品価値を創造し、提供することが求められている。その企業が、商品
価値の創造力を強化していくアプローチとして代表的なものには、自社内のイノベーショ
ン力を強化するというものがある。これは企業内の商品開発者がニーズの洞察力や、その
解決方法の構想力を高めることにより、競合他社や顧客の予想を超える独自の価値を創造
するというものである。しかし、その大半が企業内部で完結するこのようなアプローチは、
革新的な商品価値を創造していくために本当に有効であろうか。 
そのような問題意識から本章においては、もう一つの異なるアプローチに注目して議論
を進める。それが「企業と顧客間の相互作用を通じたイノベーション力の強化」というア
プローチである。このアプローチに基づいた一連の研究の前提となっているのが、イノベ
ーションが必ずしも、商品を開発し、市場化するメーカーの中でのみ行われているのでは
ない、という概念である。 
こうした「イノベーションの発生場所」という議題において、伝統的な考え方では、イ
ノベーションはメーカーが行い、そこでメーカーは新製品に関するニーズを感じ取り、そ
れを充たす製品を開発し、市場化するものだとされてきた。 
しかし、1970年代に入ると、この前提に懐疑的な見方を示す研究が登場してきた。つま
り、時として、顧客もイノベーションの源泉となりえるという議論である。例えば、エノ
スは、石油精製業の最も重要なイノベーションのほとんどが、ユーザー企業によって行わ
れたと報告した (Enos 1962)。また、フリーマンは、もっとも幅広くライセンス化されて
いる化学製造プロセスが、ユーザー企業により開発されたことを見出した (Freeman 
1968)。von Hippel (1976) は、科学機器の場合、そこでのイノベーションの 77% が「ユ
ーザー支配的過程 (user-dominated process)」であることを実証した。同様に、半導体と
電子サブアセンブリー製造におけるイノベーションの調査から、そこでのイノベーション
の 67%がユーザー支配的であったことを発見した (von Hippel 1977) 。そして、商品の提
供者であるメーカーだけではなく、その利用者である顧客も、イノベーションの担い手に
なることを指摘した。  
Shaw (1985) は、11の企業から収集した医療機器に関する 34のイノベーションのうち、
18つまりは 53%のものがユーザー支配的だったことを明らかにした。 
Voss (1985) では、5つのアプリケーション・ソフトウェアの分野について研究を行い、
63のソフトウェア・イノベーションのうち、19つまりは 32%のものが、ユーザーにより
行われたことを発見した。 
48 
 
Foxall (1989) は、多芸的ロボット、自己正規化テスト機、フレキシブル製造システム制
御ソフトウェア、品質管理技術、再配置サービスという 5つの事例において、ユーザー起
点のイノベーションが起きたことを報告した。また、von Hippel (1988) では、過去に多
くの業界において、革新的な提供価値が必ずしも企業内部からではなく、その商品を利用
している顧客から生まれている場合の方が多いということが明らかにされた。ただし、そ
の一方で、顧客が必ずしもイノベーションの過程で主要な役割を演じるとは限らないこと
も報告している。実際に、トラクターシャベル、エンジニアリング・プラスチック、プラ
スチック添加剤という 3つの製品カテゴリーにおいては、そのイノベーションの過程で、
メーカーが主要な役割を演じたことを実証した。 
このような先行研究が全体と示していることは、顧客がある条件のもとでは、イノベー
ション過程で主要な役割を演じることがあるということである (小川 2000)。 
 
第２項 情報の「粘着性」 
 
そして、このような利用者である顧客側が、イノベーションの担い手となりやすい要因
として、その初期的な議論の中で注目されていたのが「期待利益仮説」である。つまり、
顧客がメーカーよりも多くの経済的な利益を、当該のイノベーションを通じて獲得できる
という期待がある場合に、より顧客がイノベーションの担い手となりうるという考え方で
ある。この考え方に基づけば、イノベーションから獲得できりと期待される利益の大きさ
が、イノベーションの場所を決めるといえる。 
しかし、必ずしもこの概念のみでは説明しきれない事象があるのではないか、という議
論において現れたのが、情報の「粘着性 (Stickiness) 」という概念である (小川 2000)。 
たとえば、von Hippel (1976) が顧客側からのイノベーションが多い業界であることを明
らかにした科学機器の顧客の多くは、非営利機関に属している。そのため、顧客が当該の
イノベーションを担うことによる、経済的な利益は高くない。その一方で、科学機器のイ
ノベーションの鍵となる情報が、顧客の頭の中にのみあり、その情報にメーカーが気づか
ない、もしくは情報を顧客から引き出せない、引き出してもその意味が理解できない、意
味が理解できてもその情報を操作できないといった場合がある。 
von Hippel (1976) は、こうした場合のように、イノベーションの鍵となる情報の移転
や利用にかかるコストが高いがために、情報の顧客への「粘着性」が高くなっている場合
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に、より一層、イノベーションが顧客発になっているとの考え方を提唱した。この考え方
に基づけば、イノベーション関連で粘着性の高い情報があるところで、イノベーションが
起こることとなる。 
 
第３項 プロトタイプを活用した対話的プロセス 
 
von Hippel (1994) は、このような知見に基づき、さらに議論を進め、プロトタイプの
使用が、それなしでは明示化されない顧客ニーズを引き出すのに有効であると主張した。 
顧客は、自分が将来どういうものを求めるようになるかほとんど分かっておらず、実際に
手に取ってみるまで、どんな製品が欲しいのかわからない (Foster 1986)。それゆえ、プ
ロトタイプは、ニーズをより具体化するために有効であると考えられる。 
von Hippel (1994) ではまず、商品の開発においては、そのイノベーションの鍵となる
情報が、しばしば、顧客がその商品を実際に利用している場面に対して「粘着性」が高い
情報であるとした。顧客ニーズの中には、言葉に変換することが非常に困難ではあるが、
それを満たすことでかなりの市場性を期待できるものが存在すると考えられる。そしてそ
れゆえに、メーカーが自社内のみで商品を開発するよりも、早い段階から顧客にその商品
のプロトタイプを提供して、それを実際に利用してもらいながら鍵となる情報を探るとい
う「対話的なプロセス」が有効ではないかとい指摘した13 (図表 4-1)。つまりは、顧客側に
商品のイノベーションにおいて鍵となる情報があり、その粘着性が高い場合、「プロトタイ
プに基づいた対話的なプロセス」が有効ではないか、と提唱したわけである。 
他にも「対話」という概念を、マーケティング活動を理解するための鍵として着目して
いる研究として、例えば、田村 (1994) や嶋口 (1995) は、日本のマーケティング現場に
おいて、企業が顧客に接する様式が、企業が顧客へと働きかける一方向的なものから「対
話型」へと移行しつつあることを指摘している。また、石井・石原 (1996) でも、企業と
顧客の相互作用のありかた、つまりは対話のありようを理解することが、マーケティング
現象を本質的に理解するために不可欠であると論じている。 
 
                                                  
13 von Hippel (1994) では、技術情報がメーカー側に、ニーズ情報が顧客側にあるという、二
極化された状況が前提となっている。しかし、オープンソース・ソフトウェアの事例からもう
かがえるように、技術・ニーズ情報ともに顧客側が持ち、顧客が自らの欲するものを開発でき
るという状況もある。 
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図表 4-1 プロトタイプに基づいた対話的プロセス 
 
ユーザーとメーカーの 
メーカーの行動         境界        ユーザーの行動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ユーザーが、自身の場所にあるニーズに
関する情報を活用しながら、自らにとっ
て望ましい商品を見極める 
メーカーが、仕様書に基づき、自らの場
所にある能力を活用しながらプロトタ
イプを開発する ユーザーが、実際の利用において明らか
になってきた改善点や変更点に関する情
報を活用しながら、プロトタイプを評価
メーカーが、ユーザーの評価に基づき、
自らの場所にある能力を活用しながら、
プロトタイプを改善する ユーザーが、実際の利用において明らか
になってきた改善点や変更点に関する情
報を活用しながら、プロトタイプを評価
ユーザーが、実際の利用において明らか
になってきた改善点や変更点に関する情
報を活用しながら、プロトタイプを評価
し、満足に至る 
メーカーが、ユーザーの評価に基づき、
自らの場所にある能力を活用しながら、
プロトタイプを改善する 
 出所） von Hippel (1994) , p.433. 
 
上記の von Hippel (1994) などにおいて提示された概念を受けて、小川 (1997) では、
こうした「対話的なプロセス」による商品開発が、消費財と産業財において有効であるか
についての検証を行った。ここでの「対話的なプロセス」とは、以下のとおり三つに分類
される。 
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ⅰ）「顧客とのプロトタイプを使用しない対話」。例えば、質問票やグループ・インタビ
ューなどが該当する。 
ⅱ）「顧客とのプロトタイプを使用した対話」。 
ⅲ）「実際の市場を通じた対話」。これは、綿密な市場調査に基づくのではなく、低コス
トで高頻度に新製品を開発可能な体制を整え、製品を次々に市場へ投入し、市場の
反応を見て、より市場の欲求に合致する製品を見つけていくという手法である。 
 
以上のような分類に基づき、日本の消費財メーカー25社、産業財メーカー111社を対象
として、それぞれどのタイミングで、どの「対話的なプロセス」を活用することが、商品
開発の成功につながるかが検証された。まず、「タイミング」に関する結果としては以下の
ことが実証された。 
消費財において、開発案が承認される前に、顧客の情報を商品により多く取り込むこと
が「競合他社と比べた全体成果」と「目標費用の達成度」を高める。ただし、産業材にお
いては、タイミングはそれに影響を与えない。 
次に、どのような「対話的なプロセス」の活用が商品開発の成功につながるかについて
は、以下のことが実証された。 
消費財の場合は「実際の市場を通じた対話」が商品開発にかかる「目標費用の達成度」
と正に相関している可能性が高い。 
産業材の場合は「プロトタイプに基づいた対話」が商品開発の結果である「競合他社と比
べた売上・利益に代表される全体の成果」と、「技術・品質の卓越度」と正に相関している
可能性が高い。  
このような結果から、財により製品開発成果に重要な影響を与える「対話的プロセス」
が異なることがわかる。まず消費財の分野においては、「実際に市場での顧客との対話」と
「プロトタイプを使用しない顧客との対話」が重要であることが確認できた 。一方で、産
業財の分野ではプロタイプを用いた対話的プロセスが、商品開発の成功につながる可能性
が高いことが確認できた (小川 1997)。このようにして、プロトタイプを活用した商品開
発の有効性が、一定の範囲で実証された。 
ちなみに、近年ではバーチャル・リアリティ技術の向上により、条件にかなうプロトタ
イプを開発し、製造する過程が短縮化されている。例えば、シュミレーションを用いて製
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品設計と設計テストを行うことで、企業は柔軟に新しい情報に対応したり、代替案を迅速
に探ることで、不確実な要素を解決したりすることができる 。Webの登場を背景として、
より迅速なプロトタイプの作成と、より柔軟な開発プロセスが求められるようになってい
る (Kotler and Keller 2006)。 
Campbell and Cooper (1999) は、製造業 (化学、電気、産業材など) 88社を対象とした
調査により、顧客をパートナーとして取り込んで開発された新商品と、社内メンバーのみ
のプロジェクトによって開発された新商品との間で、新商品開発の成功率が異なるのかを
比較した。ちなみに、この研究において成功を判別する指標としては、「他のプロジェクト
と比べた相対的な収益性の高さ」や、「売上目標、あるいは収益目標の達成」、「販売、ある
いは収益へのポジティブな貢献」、「迅速で効率的な実行」、「スケジュールの遵守」、「他商
品への展開機会の拡張」、「新たな市場へのアクセス」、「技術的な成功」などが用いられた。 
その結果、プロジェクトの多様な性格に起因する要因を排除しきれなかったためか、成功
を判別する指標においては、有意な差は確認できなかった。しかしながら、「商品の優位性」
においては、顧客をパートナーとして取り込んで開発された新商品の方が高いことが明ら
かにされた。ここでの「商品の優位性」とは、競合に対する顧客ニーズへの適合度、競合
に対する品質の優位性、顧客に対する便益のわかりやすさ、便益の説明のしやすさによる
合成指標である。以上の結果から、商品により成功への貢献度は異なるが、少なくとも、
新商品の優位性を高める上では、顧客共創型の開発が、広く一般的に効果的なアプローチ
であることが確認された。 
 以上のように本節においては、まず初めに、情報の「粘着性」の概念からプロトタイプ
を活用した商品開発の有効性が提案され、実証されたことを述べた。さらに、顧客共創型
の商品開発が、新商品の優位性を高めるうえで広く一般的に効果的であることを確認した 
(図表 4-2)。次節からは、こうした「対話的プロセス」を、インターネットを活用すること
で、より積極的に展開していくビジネスモデルに関しての研究を紹介する。 
 
図表 4-2  顧客との「対話的プロセス」に注目した研究 
研究者 (発表年) 研究手法 内容 
von Hippel (1976) 実証 科学機器メーカーでのイノベーションの多く
は、ユーザー支配的過程であることを実証 
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von Hippel (1994) レビュー 顧客側に商品のイノベーションにおいて鍵と
なる情報があり、その粘着性が高い場合、プ
ロトタイプに基づいた「対話的なプロセス」
が有効だと提唱 
石井・石原 (1996) レビュー 企業と顧客間での「対話」のありようを理解
することが、マーケティング現象を本質的に
理解するために不可欠だと提唱 
小川 (1997) 実証 ・消費財、産業剤において対話的な商品開発
が有効であることを検証 
・特に産業財においては、プロトタイプを用
いた商品開発が、その成功確率を高めること
を確認 
Campbell and 
Cooper (1999) 
実証 顧客が参加して開発された新商品の方が、社
内メンバーのみで開発されたものよりも、商
品の優位性が高いことを実証 
 
 
第２節 インターネットを活用したモデルへの発展 
 
先述のとおり、von Hippel (1988) は、過去に多くの業界において、革新的な提供価値
が必ずしも企業内部からではなく、その商品を利用している顧客から生まれている場合の
方が多いということが明らかにした。 
こうした知見を基に、von Hippel (1994)は、顧客自らが利用する中で気付いた未充足の
ニーズや、企業内部では思いつかないようなそのための解決方法を、企業の商品開発担当
者が顧客と相互作用を展開しながら取り込むことで、競合他社よりも早く顧客にとって魅
力的な価値を創造するというアプローチの可能性を提唱した。これが本章のテーマでもあ
る、「企業と顧客間の相互作用を通じたイノベーション力の強化」というアプローチである。 
かようなアプローチを実行する際に課題として顕在化してきたのが、商品開発において、
企業とユーザー間の相互作用をどのように展開するかという点であった。 
その形態の一つとして、本章の第１節においては、「プロトタイプ」に焦点をあて議論を
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展開した。ただし、この形態において企業の商品開発者は、限られた時間の中、一方では
ユーザーと実際に対面しながらプロトタイプを提示し、その利用場面を見ながら未充足の
ニーズや解決方法を探索し、他方ではその解決アイディアを商品化するために、自社内の
研究開発部門や生産部門、取引会社と調整することの両方を行わなくてはならない。こう
した状況下で、数多くの顧客の声を集めること、あるいは、丁寧に精度の高い声を集める
ことなどには限界があった。 
しかし、インターネットの登場と普及により状況は大きく変化し、企業と顧客が、実際
に会わなくても、対面でのやり取りに近い豊富な情報を交換できるようになってきた。 
そして、顧客側からすると協力する際に求められる労力が軽減し、企業側にとっても低コ
ストで多くの回答や、精度の高い回答が手に入れられるようになってきた。こうした背景
から、インターネットを活用することで、企業とユーザー間の相互作用を通じた顧客共創
型の商品開発を、より積極的に展開するためのビジネスモデルに関して議論が行われるよ
うになった。 
 
 
第１項 ユーザー起動型ビジネスモデル 
 
Prahalad and Ramaswamy (2000) は、前節にて紹介したさまざまな先行研究から、そ
の有効性が実証された、「顧客共創型の商品開発」というアプローチを積極的に推進させた。 
そこでは、顧客を「受動的な聴衆」と位置付けていた従来の戦略モデルから、顧客を「能
動的なプレイヤー」として再配置する戦略モデルの有効性が提唱された。そして、リード
顧客と積極的に対話しながら価値を創造し、競争優位を実現する「顧客を価値の共創者と
するモデル」を提示した。具体的には、顧客と積極的に対話しながら、個別化された体験
を創造し、同時に商品への期待を創造しながら、ともに認知を広げていくことで、顧客は
競争優位の源泉として位置づける戦略を提唱した。 
そして小川 (2002)は、von Hippel (1976) において、ユーザーも製品のイノベーション
の担い手となりえることが提唱されて以来、4半世紀が経つにも関わらず、ユーザーが製
品開発で果たしえる積極的役割を生かすための体系的手法がほとんど開発されてない点を
指摘したうえで、Prahalad and Ramaswamy (2000) にて提唱された「顧客を価値の共創
者とするモデル」を具体化したビジネスモデルとして、「ユーザー起動型ビジネスモデル」
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を提案した。これは、「ユーザー発の製品アイディアを実際に製品化し、市場化しながら利
益を生み出す仕組み」を意味している。 
その中で先行的な事例として、Webサイト上で主に家電製品を中心に顧客の声を起点に
商品開発を行うプラットフォームの「空想生活」を提供している「エレファントデザイン
社」と、同じくWebサイト上で主に雑貨を中心に顧客から商品の提案を受け付けて、その
市場化を支援するプラットフォーム「たのみこむ」を提供している「エンジン社」の事例
を紹介し、その事業モデルの特徴を分析している。その結果、特徴として、「ユーザーが、
ユーザー起動型のビジネスモデルを実践している企業の掲示板に、自分の発案を書き込み、
自らの存在を積極的に訴求している」、「受注生産体制を採用している」、「企業とユーザー
とのコミュニケーション・メディアとして、インターネットが活用されている」、「想定さ
れる受注数 (生産ロット) が小規模である」など14を挙げている。そのうえで、こうした特
徴を有している「ユーザー起動型ビジネスモデル」を実践している企業が、日本の流通シ
ステムにおいて、どのような役割を演じることができるのかという観点から、以下のとお
り、その可能性についても触れている。 
第一に、「ユーザーが欲しいものを手に入れる機会を豊富化させる」ことを挙げている。 
従来、消費者が手に入れることができた商品は、大量生産された企画商品か、特注生産品 
や一品生産もの、そしてマス・カスタマイズド商品という三タイプであったと指摘したう 
えで、ユーザー起動型ビジネスモデルを採用する企業の台頭が、「特定の少数派ニーズを満 
たす小規模生産品」という新たな選択肢を消費者に提供する、としている。 
さらに、「ユーザー・イノベーションを実現するためのインフラを提供する」、とも指摘 
している。そして、このビジネスモデルが、まさにユーザーを製品開発の起点としたもの
であり、さらには、必要最小ロット数をクリアする上でもユーザーの積極的努力が要求さ
れるゆえ、製品開発にユーザーの積極的役割を取り入れるという点でも、その結果生まれ
えるユーザー・イノベーションのインフラとなるという意味でも、現在最も体系的に構築
された仕組みだと述べている (図表 4-3)。 
 
 
                                                  
14 その他にも、「潜在顧客への見本の提示について企業側が工夫している」、「企業側が標的顧
客層としてのユーザー・コミュニティの存在を意識している」、「競争の基礎が製品それ自体で
はなく、ビジネスモデルに置かれている」という特徴が挙げられている。 
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図表 4-3 ユーザー起動型ビジネスモデルの特徴と可能性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ユーザーが自らの存在を積極
的に訴求している 
企業とユーザーとのコミュニ
ケーション・メディアとしてイ
ンターネットを活用している 
想定される受注数  
(生産ロット) が小規模である
受注生産体制を採用している 
「特定の少数派ニーズを満たす小規
模生産品」という新たな選択肢を消
費者に提供し、ユーザーが欲しいも
のを手に入れる機会を豊富化させる
特徴 
ユーザー・イノベーションを実現す
るためのインフラを提供する 
可能性 
 
第２項 UD法 
 
小川 (2006) は、前述の「ユーザー起動型ビジネスモデル」を、「ユーザー起動法
(user-driven method : 以下、UD法)」としてさらに精緻化した。この UD法とは「製品
アイディアの創造や製品化の可否の決定をユーザー起点で行う手法」を意味し、インター
ネットの掲示板を活用し、そこへの消費者の書き込みを起点に製品開発を行うというアプ
ローチである。そして、ユーザー・イノベーション研究が近年明らかにした、「消費財でも
ユーザーがイノベーションを行う場合がありえる」、「その際、特定のユーザーがほかのユ
ーザーの支援や協力を得ながらコミュニティとしてイノベーションを行うことがある」 
(von Hippel 2005) という知見を、製品開発に組み込もうとするものであるとしている。 
このような UD法は具体的には以下のプロセスを経て、ユーザー発のアイディアを商品化
する 。 
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1. 消費者が UD法を採用する企業のインターネット上の掲示板に自分がほしいと思う商
品のアイディアを書き込む。 
2. 追加的意見の提示、投票、購入予約といった形で、書き込まれたアイディアに対する
他の消費者からの反応や評価が寄せられる。 
3. UD法を採用する当該企業は、そうした消費者からの反応を基礎に、製品化の可能性
を探る。 
4. 製品化が可能だと判断する企画は、それを実現するために必要な最小購買者数 (ロッ
ト数) と販売価格を決定し、それらを商品サンプルとともにインターネット上に公開
し、購入希望者を募る。 
5. 当該商品案に対する購入希望者数が、最小必要ロット数をクリアすると商品化が決定
され、販売が行われる。 
こうした UD法を使った製品開発の仕組みを構築し、運営する企業が近年、登場して成
長を見せている (Ogawa and Piller 2006)。しかし、実際にこれまで報告されてきた UD
法による開発製品の事例の大半は、小規模のニーズを対象としたもので、高い販売成果を
あげているものではない (小川 2002)。そのため、単に UD法により開発された製品が高
い売上高 (大規模企業にとっても魅力的な市場規模)を実現するかという点に関しては疑
問が残されている。そのような問題意識に基づき、小川 (2006) では、UD法を採用して
高い販売成果をあげた良品計画の事例をとおして、UD法が持つ潜在力と、それを引き出
す条件が提示された。まず、潜在力として以下の 2点が挙げられている。 
1. 既存商品の改善といったものではない、新規性の高い商品を開発することが可能 
2. 従来型15 の手法よりも販売額でも商品寿命でも高い成果を達成したことから、従来型
の商品開発を超える販売実績を上げることが可能 
そのうえで、こういった UD法の潜在力を引き出すには、いくつかの補完的資源の存在
が必要になるとしている。具体的には、以下の 3点である。 
1. 生産ノウハウと生産受入れメーカーとのネットワーク 
2. 開発された商品を販売する巨大な実店舗網 
3. 開発主体が展開するブランドに対する大規模な消費者コミュニティの存在 
                                                  
15 「従来型」とは 2つの意味を持つ。1つは、マーケティングや製品開発の教科書で説明され
る標準的製品開発の手法という意味。もう 1つ、は良品計画が従来から採用していた開発手法
という意味である (小川 2006)。 
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さらに仕組みとしても、ＵＤ法で高い販売成果を上げるには、下記のような工夫を加え
る必要があると述べている。 
1. ユーザーの会員登録、 
2. 投票制度を通じて、ネットでの掲示板において、その内容を閲覧するだけの者（ROM : 
read only member）を、意見を書き込む者 (RAM : radical access member) とする 
3. 開発過程の積極的開示 
4. 実店頭購入者を主要ターゲットとする商品企画 
5. 開発過程の計画化 
6. 先行予約者に対するインセンティブの提供 
このように、UD 法の潜在力を引き出し、高い販売成果を実現するには、補完的経営資
源の活用と、仕組み上の工夫が必要であることが明らかになった。しかしながら、消費者
が製品革新の主体になりうることと、それを可能とする体系的開発手法がありうることが
明らかにされたことは重要である。今後はこうした消費者参加型の製品開発が、高い販売
成果を生み出しうる条件を明らかにし、より有効な手法の開発と、その洗練化を行うこと
が課題になる。 
そして、下記の 4 つの条件を満たす製品を市場に投入している企業にとり、UD 法が有
効な製品開発手法となりえるとしている。それは、①多様な製品使用状況が考えられ、②
各状況で消費者が豊富な使用経験を積んでおり、③すでに当該ブランドに対する大規模な
ブランド・コミュニティが形成されており、④開発・生産費に占める固定費の割合が小さ
い製品 (ブランド)を提供している企業である。例として、アウトドア製品、衣料、台所用
品、生活雑貨、玩具、楽器などが該当すると考えられる。さらにはデジタル家電製品など、
これらの条件を満たす製品の範囲が今後、拡大を見せる可能性を指摘している (小川 
2006)。以上のように、UD法を活用した顧客共創型の商品開発は、今後さらに広がりを見
せる可能性があるといえよう。 
 
第３項 バーチャル・アドバイザー 
 
 顧客との対話的なプロセスを展開するにあたり、従来のような対面型のグループ・イン
タビューや、Webサイト上にプロトタイプのみを提示して、それに対する自由な意見を集
めるという方法とは異なる、新たなニーズの発見手法を提案した研究も存在する。 
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例えば、Urban and Hauser (2004) は、「バーチャル・アドバイザー (Virtual Adviser) 」
と名付けられた、Webを通した対話的プロセスから、顧客の自覚していない未充足のニー
ズを掘りだす調査手法を提示した。この「バーチャル・アドバイザー」では、まず初めに、
顧客との対話的な質疑応答に基づき、最適な商品（当研究では自動車）を推奨するサービ
スにおいて、顧客の自覚的な購買要因に基づいて論理的に辿り着くと想定される推奨商品
と、実際に顧客が選択する商品との間のギャップを見つける。 そして、そのギャップを生
じさせる原因を探るために、インターネットを介したデザイナーとの擬似的な対話を展開
するインターフェースによる質問調査 (「バーチャル・エンジニア」) や、自らが求める
商品の仕様（例：サイズやカラー）の組み合わせを選択したモデルを複数作成すると、そ
れぞれの外観と、その使用の組み合わせに対応した車両価格や燃費、積載重量などが表示
され、それらの中のどのモデルが好きかを質問する調査（「デザイン・パレット」）が行わ
れる。このように、自覚しておらず、未充足のニーズを深堀していくための一連の手法が
提案され、これらの調査手法は、伝統的な調査によって出された売れ行きの良いモデルと
同じコンセプトを導出したと紹介している。  
 以上のように近年においては、インターネットを活用することで、企業とユーザーの間
の相互作用を通じた顧客共創型の商品開発を、より積極的に展開するためのビジネスモデ
ルとその可能性に関する議論が進められている (図表 4-4)。 
 
図表 4-4 インターネットを活用した顧客共創型の商品開発 
研究者 (発表年) 研究手法 内容 
Prahalad and 
Ramaswamy 
(2000) 
レビュー 「顧客共創型の商品開発」というアプローチを積極
的に推進させ、顧客を「受動的な聴衆」から「能動
的なプレイヤー」として再配置する戦略モデルの有
効性を提唱 
小川 (2002) レビュー 顧客発の製品アイディアを実際に製品化し、市
場化しながら利益を生み出す仕組みとして、「ユ
ーザー起動型ビジネスモデル」を提唱し、その
特徴と可能性を提示 
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小川 (2006) 実証 上記のモデルをさらに精緻化した「UD法」を提
唱し、その潜在力と、それを引き出す条件など
を提示 
Urban and Hauser 
(2004) 
レビュー Webを通した対話的プロセスから、顧客が自覚
していない未充足のニーズを掘り出す調査手法
を提唱 
 
 
第３節 顧客の無自覚的な参加 
 
 本章ではこれまで、イノベーションを促進させるためのアプローチとして、プロトタイ
プに代表される「対話的プロセス」の有効性や、そうした「対話的プロセス」を、インタ
ーネットを活用することにより、さらに積極的に展開するビジネスモデルに関する議論な
どを取り上げてきた。そのいずれにおいても、企業は顧客の自覚的な参加により、イノベ
ーションを促進させる鍵となるような知を取得してきた。しかし、近年ではデジタル情報
技術の進化により、企業と消費者のコミュニケーション活動も大きく変化している。それ
に伴い、顧客が無自覚的に商品開発へ関わり、それが結果としてイノベーションを促進さ
せている事例が見受けられるようになってきた。 
そこで本節では、初めに、デジタル情報技術の進化を「web 2.0」という概念から整理し、
その進化が企業と顧客間でのコミュニケーション活動にもたらした変化につい概観する。 
その後、具体的な事例を取り上げ、そうした変化が「顧客の無自覚的参加」という新たな
形でのイノベーションの促進を可能としていることについて述べる。 
 
第 1項 Web 2.0とは 
 
「web 2.0」という言葉は、2005年半ば頃から広くつかわれるようになった。この新語
に対する正確な定義については、今もなお議論が続いている。梅田(2006) では、その本質
を「ネット上の不特定多数の人々や企業を、受動的なサービス享受者ではなく能動的な表
現者と認めて、積極的に巻き込んでいくための技術やサービス開発姿勢」だとしている。 
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さらには、「個々の表現者の立場から言えば、一人ひとりの表現行為が他社の表現行為と自
由に結び付けられることで、共同作業により創造行為の可能性が拓かれる。web 2.0とは、
そういった新しい考え方を実現するための技術やサービスの総体である」、と述べている。 
 O’Reilly (2005) は、こうした web 2.0の定義と代表的なコンセプトの整理を行い、7つ
の原則と呼ばれる概念群を提唱、これらを総称して「web 2.0」とした (図表 4-5)。本節で
は、この概念群を基として議論を進めていく。 
 
図表 4-5 web 2.0における 7つの原則 
説明 原則名 
web 1.0 web 2.0 
プラットフォーム
としてのウェブ 
特定の提供者が、多くの人々のニ
ーズを満たすだろう汎用的なコン
テンツ・ツールを、ウェブで一方
向的に配信 
不特定の提供者が、豊富な種類のコン
テンツ・ツールを、多様なニーズを持
つ利用者へウェブを介してきめ細かく
提供 
集合知の活用 特定の提供者が創造した知を提供 多くの個人が自覚的・無自覚的に参加
しながら『群衆の叡智』を生成 
データが次の「イン
テル・インサイド」 
ハードウェア (例：Intelの CPU)
やソフトウェア (例：Microsoftの
windows) がコアコンピタンス 
インフォウェア (大手プレイヤーから
提供された、もしくは多くの人々が参
加しながら付加したデータ) がコアコ
ンピタンス 
ソフトウェア・リリ
ース・サイクルの終
わり 
完成した商品を数年ごとに利用者
に提供 
完成前のプロトタイプを短いサイクル
(例：日単位) で利用者に提供 
軽量プログラミン
グモデル 
安全性を担保するために、システ
ムの連携のコストが高いプログラ
ミングモデルを活用 
機動的な連携を実現するために、シス
テム連携が低コストのプログラミング
モデルを活用 
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単一端末レベルを
超えたソフトウェ
ア 
単一の端末 (例：パソコン)ごとに
閉じたサービスを提供 
単一の端末でのみ完結せず、複数の端
末 (例：携帯電話、車載端末) で横断的
に使えるサービスを提供 
リッチなユーザ
・ーエクスペリエン
ス 
ウェブブラウザーを経由したペー
ジ遷移を基本としたユーザビリテ
ィのサービスを提供 
PCアプリケーション並みの使いやす
さとウェブならではの強みを兼ね備え
たサービスを提供 
  出所） O’Reilly (2005) 
 
第２項 コミュニケーション活動の変化 
 
 本項では、O’Reilly (2005) が提示した「web2.0」の 7つの原則の中でも、特に「プラ
ットフォームとしての web」と、「集合知の活用」へと焦点を絞り、デジタル情報技術の
進化が、企業と顧客間におけるコミュニケーション活動をどのように変化させたのかを概
観する。 
コミュニケーション活動の変化として、まずは、著名でない個人など粒度の高い主体同
士がウェブを通してきめ細かく仲介されるようになり、より簡単な知の発見や、より活発
な知の交換が可能となった点が挙げられる。O’Reilly (2005) は、「プラットフォームとし
ての web」という原則で、不特定の提供者が、豊富な種類のコンテンツ・ツールを、多様
なニーズを持つ利用者にウェブを介して、きめ細かく提供する点に「web 2.0」の特徴があ
るとしている。つまりは、インターネットにより、誰もがそこで情報を発信、受信できる。
あるいは、誰もがそこにある情報を必要な時に適切に探せる、誰もがそこにある情報を自
由に使用できる、という状況が一層進んだといえる。このように、ウェブのプラットフォ
ームとしての仲介性能が向上したことで、より簡単な知の発見や、より活発な知の交換が
可能となったといえる。 
 さらには、ユーザーから取得できる情報が増えたということ、そして、それらの情報を
より低価格で、かつ早いサイクルで取得できるようになった点が挙げられる。 
図表 4-5における「集合知の活用」で、多くの個人が自覚的・無自覚的に参加しながら『群
衆の叡智』を生成すると述べられているように、利用者情報が質的にも量的にも拡大した
ことにより、利用者から取得できるレスポンスデータの種類（自覚的・無自覚的）が増え、
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さらにはそれらをより低価格かつ早いサイクルで得られるようになったといえる。また、
「集合知の活用」が可能となったことにより、これまで限られた一部のユーザーでしか行
うことのできなかった協同活動に、より多くの不特定の人々が参加できるようになったこ
とも、コミュニケーション活動の変化として挙げられる。 
 整理しておこう。デジタル情報技術の進化が、企業と顧客間におけるコミュニケーショ
ン活動へもたらした変化には、以下のようなものがある。 
ⅰ）より簡単な知の発見、より活発な知の交換が可能となった。 
ⅱ）企業がユーザーから取得できる情報の量的・質的な増加した。 
ⅲ）企業は、情報の低価格かつ短期間での取得が可能となった。 
ⅳ）従来は一部のユーザーでしか行うことのできなかった協同活動に、より多くの不特定
の人々が参加できるようになった。 
 
第３項 無自覚的参加によるイノベーションの促進 
 
 本節ではこれまで、デジタル情報技術の進化を「web 2.0」という概念から整理し、その
進化が企業と顧客間でのコミュニケーション活動にもたらした変化についてみてきた。そ
の変化について前項で挙げた 4点の中から、本項においては、ⅰ）からⅲ）に着目する。
そして、そのような変化を活用し、不特定多数の顧客に対して、パートナーとして価値の
共創を促しながら商品の開発や生産を展開している事例を取り上げ、具体的にどのように
無自覚的参加によるイノベーションの促進が行われているのかを紹介する。 
 及川 (2009) においては、顧客の利用場面に近接した「場所」から鍵となる情報を取得
し、それに基づいてイノベーションを加速させている事例として、以下のように検索エン
ジンの「Google」やスパムメールをフィルタリングする「Cloudmark」を挙げている。 
 
事例１：Googleは、Webサイト上の文書の特徴とともに、そのWebサイトに対して多
くの顧客が貼るリンクの構造を参照することで、それ以前の検索エンジンよりも、より顧
客のニーズに合致した検索結果を表示している。また、短いサイクルで新たな機能をサイ
ト上に公開し、顧客がどのように利用するか観察しながら、湯千度や改善指針を導出して
いる 
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事例２：Cloudmarkは、多くの顧客の判断に基づいて、メールがスパムかどうかを判
断するアルゴリズムを設定することにより、従来のメッセージのみを分析する方法よりも
高い精度の判定を可能にしている 
 
そして、こうした事例において顧客は無自覚的に商品の開発や生産に参加しているとし、
こうした顧客にとって無自覚的な参加、つまりは顧客の利用時の行動のログデータを活用
してイノベーションを導出するアプローチの有効性や実現性について議論がなされるべき
であると指摘している。具体的には、顧客の無自覚的な参加により得られる情報が、従来
のようなプロトタイプに基づく対話的なプロセスで得られる情報と比較して、どの程度イ
ノベーションの質を向上させることに貢献しうるかなどは、検討に値するテーマであると
述べている。 
 
 
第４節 ユーザー・イノベーション研究の新たな知見 
 
 本章ではこれまで、顧客もイノベーションの促進に寄与するという先行研究 (例：Enos 
1962; Freeman 1968; Shaw 1985; Voss 1985; von Hippel 1988; Foxall 1989) に立脚し、
さまざまな視点を用いて、企業が顧客からイノベーションの鍵となる知を取得するための
アプローチを検証してきた。そうした流れの中で、近年さらに、ユーザー・イノベーショ
ンに関する研究成果が蓄積され、新たな知見が得られ始めている。von Hippel (2005) は、
その新たな知見として、以下の三つを提示している。本節では、これらの新たな知見に関
する研究を整理する。 
・ユーザー・イノベーションが産業材だけではなく、消費財の分野においても見られる。 
 (→第 1項) 
・ユーザー・イノベーションは時に、個人としてではなく、ある集団内でお互いに支援を
受けながら実現する場合がある。 
 (→第 2項) 
・イノベーションは特定のユーザーにより行われる傾向がある。 
 (→第 3・4・5項) 
 
65 
 
第１項 消費財分野でのイノベーション 
 
1990年代までは、ユーザーがイノベーションを行うことがあるといっても、そこで報告
されてきたのは、実は科学機器や医療器具など、産業材のユーザーによるものがほとんど
であった (Lüthje and Herstatt 2004)。しかし、消費財の特定の分野では消費者によるイ
ノベーションが、かなりの程度存在することが報告されてきている。それがスポーツ関連
製品である。 
Shah (2000) では、その一例として、ハワイのウィンド・サーフィン愛好者が開発した
高度なウィンド・サーフィンテクニックと器具の例を取り上げている。ここでの「高度な
ウィンド・サーフィン」というのはジャンプ、回転、空中ターンなど、アクロバティック
なパフォーマンスを意味する。そこでは、高度なウィンド・サーフィンのパイオニアであ
るラリー・スタンレーが、高度なテクニックと、そのための器具の開発における重要なイ
ノベーションについて述べている。彼によると従来の問題点は、ジャンプすると空中で足
がボードから離れてしまい、そのために、足をけがするであるとか、ボードが傷むという
点にあった。そこで、その解決策として、「フットストラップ」と呼ばれる、ボードに足を
固定するバンドをつけ、ジャンプを始めるようになった。するとその結果、空中でのより
自由なコントロール可能となり、ジャンプ後の着地や空中での方向転換など、さらに高度
なテクニックを駆使できるようになった。その後、多くの仲間たちが彼のイノベーション
を共有し、ハイパフォーマンスを競い、しのぎを削るようになったという。1998年までに、
100 万人以上の人がウィンド・サーフィンを楽しんでいたが、販売されたボードの多くに
は、上記のように競技スポーツとしてのウィンド・サーフィン用にユーザー自らが開発し
たイノベーションが組み込まれていた。 
Shah (2000) は、既述のウィンド・サーフィンのほか、スノーボーディングや、スケー
トボーディングといったスポーツ分野で、当該スポーツ分野の器具の第一バージョンが、
常にユーザーにより考案され、実現されていたことを明らかにした。 
そして、器具の主要な改良の 58％がユーザーと、ユーザーであると同時にほかのユーザー
に器具を販売する「ユーザー・メーカー」によるものであったことを発見した。 
また、Lüthje et al. (2002) は、ある地域の 291名のマウンテンバイカーを対象に調査を
行い、そのうち 19.2%が、自分で使うマウンテンバイクを開発・修正したと報告した。 
Franke and Shah (2003) は、スポーツ関連の消費財ユーザーに対して質問票調査を行
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い、197 名の回答者のうちの 32.1%が、実際にイノベーションを行っていたことを報告し
た。 
Lüthje (2004) は、消費者向けアウトドア製品の通信販売カタログの受領者 153名を対
象に調査を実施し、そのうちの 9.8％がイノベーションを行っていたことを報告し、アウ
トドア・スポーツの分野で消費者がイノベーションを行っていたことを明らかにした。さ
らに、Tietz et al. (2004) は、カイトサーフィン（サーフボードのような専用ボードの上に
立ち、大きくて操作可能な凧を背にくくりつけて引っ張ってもらう水上スポーツ）の分野
で、回答者 157名のうち 45%がイノベーションを行っていたことを明らかにした。 
 このようにスポーツ関連分野においては、消費者が製品イノベーションを行っていたこ
とが明らかになってきている。 
 
第２項 集団的努力 
 
次に、von Hippel (2005) において指摘された、「ユーザー・イノベーションは時に、個
人としてではなく、ある集団内でお互いに支援を受けながら実現する場合がある」という
知見に関する研究の整理を行う。 
まず、ユーザーによるイノベーションは、ごく少数の非常に革新的なユーザーに集中す
るのではなく、広く分散する傾向にある。von Hippel (2006) では、ユーザーが担い手と
なった重要なイノベーションのほとんどが、異なるユーザーにより起こされていることを
実証し、ユーザー・イノベーションは、ユーザーのニーズが多様で、イノベーターが依存
する情報の粘着性が高い場合、幅広く分散化する傾向にあることを明らかにした。そのた
め、ユーザー・イノベーターにとってみると、自分たちの活動を組み合わせ、レバレッジ
を効かせる方法を見つけることが重要となる。そこで、ユーザーは、さまざまな協力関係
により、これを達成している。例えば、他者のイノベーションを手伝う、あるいは質問に
答えるなどの、ユーザー間でのインフォーマルな協力はよく見られるものである。他にも、
コミュニティ内でユーザー同士が関わりあう組織的な協力もよく見られる光景である。 
こうした「イノベーション・コミュニティ」を介することで、幅広く分散しているユー
ザー・イノベーションが統合されえるものとなる。このイノベーション・コミュニティに
より、ユーザーとメーカーは自分たちのイノベーションを開発、テスト、普及させ、その
結果、スピードと効率性を高めることができる 。つまり、イノベーション・コミュニティ
67 
 
は、ユーザーがイノベーションを作り出し、テストし、普及させるための速さと効率性を
向上させる有用なツールとインフラを豊富に備えていることが多い(von Hippel 2006)。 
 特に、「アパッチ (Apache)」や「Linux」に代表される、フリー、あるいはオープン・
ソフトウェアのプロジェクトは、インターネットを基盤としたイノベーション・コミュニ
ティとして比較的よく発達し、大変うまく機能しており、ユーザーの集団的努力によりイ
ノベーションが行われていることは広く知られている。しかし、こうしたイノベーション・
コミュニティを介した集団的努力によるユーザー・イノベーションは、ソフトウェアや情
報関連製品といった無型製品のみならず、それ以外の分野においても行われていることが
報告され始めている。 
 
図表 4－7 イノベーターが支援を受けた人々の数 
人数 事例数 割合 (%) 
0 0 0 
1 3 6 
2 14 26 
3-5 25 47 
6-10 8 15 
>10 3 6 
合計 53 100 
 出所）Franke and Shah (2003) 
 
 
図表 4-8 他人を支援したものがイノベーターとなる可能性 
 イノベーター 非イノベーター 合計 
支援した人 28 13 41 
支援しなかった人 32 115 147 
合計 60 128  
 出所）Franke and Shah (2003) 
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例えば、Franke and Shah (2003) は、イノベーションを起こす上でユーザーがお互い
どれだけ支援しあうかという頻度を、4 つのスポーツ分野のコミュニティを対象とて研究
した。そして、ユーザー・イノベーションの多くが 1人のユーザーによってのみ実現され
ていたのではなかったことを明らかにした (図表 4-7)。同時に、他人を支援する者の方が、
自らがイノベーターになる可能性が極めて高いことも明らかにされた (図表 4-8)。 
Jappesen (2005) では、同様にコンピュータ・ゲームの分野においても、広範囲におよ
ぶユーザー同士の自発的な助け合いが行われていることが明らかにされた。 
このように、有形製品においても、イノベーション・コミュニティを介した集団的努力に
よるユーザー・イノベーションが見受けられ始めている。 
ただし、人々がなぜ自発的に支援を提供するかは分析すべき課題として残っている (von 
Hippel 2006) 。Lankhani and von Hippel (2000) は、世界のサイトの 60%以上が利用し
ているというソフトウェアである「Apache」のユーザーをサポートするためのニュースグ
ループである「Helpline」への質問者と回答者に対するアンケート調査を行った。その中
で、この「Helpline」への質問に回答する動機としては、「オープンソースを広めたい」、
「CIWSU で助けてもらったお返しとして」、「楽しいから」、「コミュニティでの名声を高
めたいため」といった項目が上位にきている ことを明らかにした (図表 4-9)。 
Franke and Shah (2003) においては、イノベーションがほかのユーザーの支援や協力
を得ながら実現していることを明らかにされたが、自身のイノベーションに関する情報を
他者に無償で公開したユーザー側の理由としては、「他社による改善の誘発」・「自分に有利
な標準を設定する」・「低い競合」・「名声」・「互恵性」・「共同作業から生まれる楽しさ」が
挙げられている。 
これらの先行研究を踏まえ、Lakhani and von Hippel (2003) においては、人々が自発
的に支援を提供するのは、支援提供者にも個人的な利得が発生するためであるという考え
を提示している。ただし、上記の先行研究から、支援提供者が求める「個人的利得」には
経済的なもののみならず、非経済的、あるいは社会的な利得も含まれることがわかる。そ
して、こうした利得が、ただ単に商品を利用する段階で得られる経済的なものだけではな
く、開発段階においてそのプロセスを楽しむという利得や、コミュニケーションの段階に
おいて、情報のやり取りや人との出会いを楽しむという利得があることも見て取れる。 
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図表 4-9 「Helpline」への質問に回答する動機 
 回答頻度の
高いもの 
n=21 
そうでな
い者 
n=68 
オープンソースを広めたいから 5.14 4.76 
CIWSUで助けてもらったお返しとして 4.85 5.14 
楽しいから 4.81 4.38 
オープンソース/Apacheコミュニティでの名声を高めたいから 4.71 4.57 
息抜き 4.65 4.22 
USENETで助けてもらったお返しとして 4.61 5.16 
自分が返事をしなければ、質問者は役立つ情報を得られないから 4.52 4.08 
将来困ったときに助けてもらえるから 4.52 5.15 
自分には経験があるから 4.47 3.92 
 注）7段階尺度への回答の平均（７：非常にそうである） 
 出所）Lankhani and von Hippel (2000) 
 
第３項 リード・ユーザー理論 
 
本節ではここまで、von Hippel (2005) において提示された、ユーザー・イノベーショ
ン研究に関する新たな知見のうち、「ユーザー・イノベーションが産業材だけではなく、消
費財の分野においても見られる」、さらには「ユーザー・イノベーションは時に、個人とし
てではなく、ある集団内でお互いに支援を受けながら実現する場合がある」という 2点に
ついて、その先行研究の整理を行ってきた。 
最後に本項からは、「イノベーションは特定のユーザーにより行われる傾向がある」とい
う知見に関する整理を行う。その特定のユーザーとは「リード・ユーザー」のことである。
von Hippel (2006) では、「リード・ユーザー」を以下の通りに定義している。 
ⅰ）重要な市場動向に関して大多数のユーザーに先行している。 
ⅱ）自らのニーズを充足させる解決策 (ソリューション) から相対的に高い効用を得る
存在。 
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リード・ユーザーは重要な市場動向の最先端に位置しているため、リード・ユーザーが
自身の効用のために改良・開発した製品の多くは、他のユーザーにとっても魅力的であり、
それゆえ企業側からしても商品化したくなる製品の基盤となることがうかがえる。そうし
た、リード・ユーザーとイノベーションの関係性16 は、「リード・ユーザー理論」として、
下記のようにまとめられている。 
ⅰ）リード・ユーザーは重要な市場の最先端に位置している。したがって現在リード・
ユーザーが経験しているニーズは、後になってから市場にいる多くのユーザーが経
験することになる。 
ⅱ）自分のニーズに対する解決策を獲得することにより、比較的高い効用を得ることが
期待できるため、その多くがイノベーションを起こす。 
 
リード・ユーザーは自身のニーズを解決することを介して、高い効用を得ることが期待
できるためにイノベーションを起こし、さらに、そのイノベーションは商業的魅力度が高
い。 
 
上記のような特徴を併せ持ったリード・ユーザーが、ユーザー・イノベーションの主体
となっている場合が多いことを近年多くの研究が明らかにしている (Lilien et al. 2001)。
例えば、イノベーションにおけるリード・ユーザーの役割に関する最初の実証的研究であ
った、Urban and von Hippel (1988) では、プリント配線基板の設計に使用されるソフト
ウェアのユーザーに対して質問票調査を実施し、その分野の製品イノベーションのうち
87％以上が、リード・ユーザーにより行われていることを明らかにした。そこから、ユー
ザー・イノベーションは、ユーザー全体の母集団の中でリード・ユーザーのセグメントへ
の集中度が極めて高いことを提示した。同時に、リード・ユーザーにより開発されたソフ
トウェアの商業的魅力が大きかったことも確認した。 
Shah (2000)が対象とした 3つのスポーツ関連器具分野と、Franke and Shah (2003) が
                                                  
16 リード・ユーザーの隠れたニーズから先を見越そうとする戦略的志向を「市場志向」として
捉えた場合、多くの先行研究がリード・ユーザーとイノベーションの相関性について言及して
いる (例：Deshpande, Farley, and Webster Jr. 1993; Baker and Sinkula 1999; Im and 
Workman Jr. 2004; Zhou, Yim, and Tse 2005) 
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対象とした 4つのスポーツ分野でイノベーションを行っていたユーザーも、リード・ユー
ザーであった。Morrison et al. (2004) は、オーストラリアの図書館の例を取り上げ、コン
ピューター化された図書館情報システムにおける革新的なユーザーとそうでないユーザー
の特徴を研究した。それによると、リード・ユーザーを定義づける二つの特徴と、その特
徴を備えたユーザーが新しく製品を開発・改良する可能性の間には、非常に高い相関があ
ることが発見されている。 
Franke and von Hippel (2003a) は、ウェブサーバ・ソフトウェアの「アパッチ」の革
新的なユーザーとそうでないユーザーの研究を行い、イノベーターにリード・ユーザー的
な特徴が強いほど、そのユーザーが開発したイノベーションの商業的魅力度も高いという
ことを明らかにした (図表 4-9)。 
 
図表 4－9 リード・ユーザー度合いとイノベーションの魅力度 
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イノベーション
回帰方程式 
    2    3    4    5    6    7    8    9    10    11    12    13    14 
                                 リード・ユーザー度合い 
 出所）Franke and von Hippel (2003a) 
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図表 4-9 において、右側にイノベーションが集中しているのは、リード・ユーザーの度
合いが高いユーザーほどイノベーションを行う可能性が高いことを示している。また、イ
ノベーションの平均的魅力度を表す直線が右上がりになっていることは、リード・ユーザ
ーによるイノベーションであるほど、商業的魅力度が高いことを示している。ちなみに、
イノベーションの魅力度は、現段階でのイノベーションの斬新さと、将来、そのイノベー
ションに対する市場需要がどの程度一般化するかについての予測値の総和として表わされ
ている。 
 
第４項 リード・ユーザーの探索 
 
 本項では、リード・ユーザーをいかにして探し出すかという点に着目した研究を取り上 
げる。メーカーが、リード・ユーザーが創ったイノベーションを系統的に探し出すには、 
探索しているリード・ユーザーが、「先進類似分野」にいるのか、それともターゲット市場 
の最先端にいるのかにより異なる。前者を探すことの方が困難ではあるが、経験則によれ 
ば、従来の思考方法を打ち破るような、最も急進的かつ、しかも最も利益をもたらすユー 
ザーが開発したイノベーションは、こうした「先進類似分野」に属するリード・ユーザー 
から生まれることが多い (図表 4-10)。 
 
図表 4-10 リード・ユーザーの探索 
 先進類似分野にいるリー
ド・ユーザーの探索 
ターゲット市場内にいるリ
ード・ユーザーの探索 
見つけ出しやすさ 困難 容易 
もたらす革新性 大 小 
もたらす利益 大 小 
探査手法 ピラミッディング ピラミッディング／スクリ
ーニング／イベント 
 
この「先進類似分野」に属するリード・ユーザーは、ターゲット市場内のすべてのユー
ザーが直面しているニーズと関連はしているが、もっと極端なニーズを経験している。ま
た、ターゲット市場でユーザーに影響を与えているものとは異なる、さまざまな制約に 
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直面することも多い。そのため、ターゲット市場の将来見通しからはかけ離れた、新たな 
ソリューションを生み出さざるを得ない可能性がある (von Hippel 2006)。 
 例えば、時として航空宇宙は自動車にとって「先進類似分野」となりえる。航空機のブ
レーキには、厳しい要求水準と自動車にはない様々な制約がある。こうした要因が、航空
機のためのアンチロック・ブレーキ・システム (ABS) の開発へとつながった。これは、
急ブレーキや低摩擦路でのブレーキ操作において、タイヤがロックして滑るのを防ぐ装置
である。自動車のブレーキで有効なリード・ユーザー・イノベーションを探していた自動
車メーカーの技術者は、専門外の分野で起こったこのイノベーションを知り、それを自動
車へと応用することができた。そして今では、ABSが自動車において、広く一般的に使用
されている。 
他にも例えば、医療が清涼飲料の先進類似分野となることも考えられる。日本の清涼飲
料会社である大塚製薬は、元々、病院などで使用される点滴用の液体を手掛けていた。そ
して、それが発汗により失われた水分を補給するのに効率的であることを把握していた。
そのため、それをスポーツドリンクである「ポカリスエット」へと応用することができた。 
そして、「飲む点滴」という商品コンセプトのもと発売された画期的なこの製品が、日本に
おけるスポーツドリンク普及の起爆剤となったことは広く知られている。 
 von Hippel, Thomke, and Sonnack (1999) は、このような先進類似分野でリード・ユー 
ザーを見つけ出すのに有効なアプローチとして「ピラミッディング」を取り上げている。 
これは、ターゲット市場内にいるリード・ユーザーから、別のリード・ユーザーを推薦し
てもらう、つまりはイノベーターからより先進的なイノベーターへのネットワークのこと
である。このピラミッディングとは、一定の集団に属するメンバーを見極めたり、数少な
い回答者のサンプルを蓄えたりするためなどに、社会学者がときどき使う「雪だるま方式」
の修正版である(Bijker 1995)。この方式は、めったにないような興味や属性を持つ人々は、
自分と同類の人々を知っている傾向にあるという事実に立脚した調査方式である。ピラミ
ッディングは、この考え方に修正を加え、ある特定の話題や分野に強い関心を持つ人々は、
その分野について調査している研究者を、自分よりも専門性の高い人々へ導くと想定して
いる。そして、この調査方式は、多くの条件下でなされるマス・スクリーニング手法より
も、効率的に質の高い情報提供者を特定できることが、多くの実験により明らかにされて
いる (von Hippel, Franke, and Prugl 2005)。 
 次に、ターゲット市場内のリード・ユーザーの特定では、リード・ユーザーの特徴を使 
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いユーザーをスクリーニングすることはできる。しかし、リード・ユーザーとしてふさわ 
しい特徴を備えたタイプがごく少数であり、スクリーニングが困難な場合には、「ピラミッ 
ディング」が適用可能である。von Hippel (2006) では、さらに、ターゲット市場内にい 
る最先端のユーザーたちは、メーカーが比較的容易に探し出せる専門的な場所やイベント 
に群がる傾向があり、メーカーは、これを活用できると指摘している。そのような場所で 
は、ユーザーは自分のしてきたことについて自由に披露し合い、それをさらに改善する方 
法について、ほかのユーザーから学んでいる可能性がある。メーカーはそのような場所へ 
行き、リード・ユーザーから学ぶことができるというわけである。例えば、スポーツ器具 
メーカーは、リード・ユーザーが競い合って、実践の中で互いにユーザー・イノベーショ 
ンを観察し、情報交換をする競技大会へいけるとしている。 
一方で、こうしたリード・ユーザーが集う場がない場合には、メーカーがそれを作るこ
ともできる。von Hippel and Finkelstein (1979) は、テクニコン社が自社製品である医療
機器の革新的なユーザーが集まりイノベーション情報を交換できる場所として、一連のセ
ミナーを主催。そこで、テクニコン社の技術者は参加者の話に自由に耳を傾けることがで
き、こうしたユーザーから開発されたイノベーションは、同社の多くの重要な新製品開発
の源泉となったことを紹介している。 
 
第５項 LU法 
 
本項では「リード・ユーザー法 (以下、LU法)」を紹介し、これにより高い販売成果を
実現した企業の事例を通して、その有効性を明らかにする。LU法とは、「リード・ユーザ
ーを製品開発過程に積極的に取り込むことにより、高い製品開発成果の実現を目指すアプ
ローチ」である。企業はイノベーション・プロセスを、リード・ユーザーによって創造さ
れたイノベーションの組織的な探索とその発展という方向に修正することで、実際に機能
するイノベーション・プロセスへの優れたインターフェースを獲得し、パフォーマンスを
向上させることが可能となる。 
小川 (2006) によると、伝統的な製品開発方法では、当該製品の標的となる平均的ユー
ザーを対象に市場調査を行い、その結果から製品案の創出や市場規模の推定を行う。それ
に対して、LU法では、メーカーがリード・ユーザーの特徴をもつユーザーを探索し、そ
のユーザーが直面する問題や、それへの解決法を参考に製品開発を行う。例えば、住宅メ
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ーカーが高齢社会で求められる家を開発するにあたって、同じ家に同居する親も子も 90
歳を超える家族を探し出す。そして、彼（女）らが直面している問題と、そこで生み出さ
れている解決策を参考に新しい家の開発を行う。つまりは、企業がリード・ユーザーを組
織的に探索し、彼らから学ぶことにより製品開発を行う手法が LU法といえる。 
そして、こうした LU法により、高い販売成果を実現する製品が開発できることを、近 
年の研究は明らかにしている (Urban and von Hippel 1988 ; Herstatt and von Hippel 
1992 ; Olson and Bakke 2001; Lilien et al. 2002)。 
例えば、Lilien et al. (2002) は、先進類似分野のリード・ユーザーが、実際に商業的に
価値のある新製品に結びつく情報を生み出しているかをテストするために、３Ｍにおける
製品開発活動の調査を行った。３Ｍでは同じ事業部内で LU法と、従来型の市場調査に基
づくアイディア創造手法の双方のプロジェクトが、数多く同時進行していたため、それぞ
れの成果を統計的に比較することが十分に可能であった。LU手法のプロジェクトチー
ム・メンバー (LUチーム) は、重要な市場トレンドを見極めることから始め、その後ター
ゲット市場内と先進類似市場について、それぞれのトレンドに関するリード・ユーザーを
見つけ出すための「ピラミッディング」を行った。イノベーションを起こしている数多く
のリード・ユーザーからの情報はそのチームによってまとめられ、新製品コンセプトや事
業計画（LUアイデア）が生み出される (von Hippel, Thomke, and Sonnack 1999)。対し
て、非 LUチームは伝統的な３Ｍでのやり方に従い、ターゲット市場のユーザーから市場
情報を集めたが、リード・ユーザーからの情報収集は行わなかった (von Hippel 2006)。 
 調査の結果、LU法の有効性が明らかにされた。まず、LU法により生み出された製品コ
ンセプトは、非 LU法により生まれた製品コンセプトより、かなり新奇性が高いことが確
認された。また、LU法による製品コンセプトの方が、独創性に優れ、新しい顧客のニー
ズに対処しようとしており、市場シェアもはるかに高く、戦略的重要性も高いことが明ら
かとなった (図表 4－11)。また、LU法のよって開発された 5つの製品すべてが、３Ｍに
とって重要な新しい製品ラインのベースを生み出し、対照的に非 LU法により生まれた 42
のうち 41の製品コンセプトは、既存の製品ラインの改善か拡張であった (図表 4－12)。 
つまり、LU法により開発された新製品のコンセプトは、そうでないものに比べ、商業的
にはるかに見込みがあったといえる。 
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図表 4－11 LU製品コンセプトと非 LU製品コンセプト 
 LU製品 
コンセプト 
(n=5) 
非 LU製品 
コンセプト 
(n=42) 
重要性 
コンセプト価値に関する指標 
競合品に対する新規性 a  9.6 6.8 0.01 
対処している顧客ニーズの独創性／
新しさ a 
8.3 5.3 0.09 
5年目の市場シェア 68% 33% 0.01 
5年目の予測売り上げ $146M $18M 0.00 
製品群全体の潜在力 a 10.0 7.5 0.03 
営業利益率 22% 24% 0.70 
成功確率 80% 66% 0.24 
戦略的重要性 a 9.6 7.3 0.08 
知的財産保護 a 7.1 6.7 0.80 
コンセプトの組織への適合性に関する指標 
既存の流通チャネルへの適合度 a 8.8 8.0 0.61 
既存の製造能力への適合度 a  7.8 6.7 0.92 
既存の戦略プランへの適合度 a 9.8 8.4 0.24 
 注）a：1から 10での格付けをした値 
 出所）Lilien et al. (2002). 
 
 
図表 4-12 LU法と非 LU法 
 追加的な製品改良 重要な新製品ライン 
LU法 0 5 
非 LU法 41 1 
 出所）Lilien et al. (2002). 
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 ３Ｍでの LU法と従来型の方式によるアイディア創造プロジェクトの成果から、意図し
たターゲット市場で遭遇するニーズと似てはいるが、非常に極端なニーズを持つ「先進類
似分野」のリード・ユーザーの中からアイディアを探すほうが、はるかに優位性が高いこ
とがわかった。 
LU法による工業製品の開発の事例は、３Ｍ以外にも報告されている。これらは先述の
先進類似市場ではなく、ターゲット市場内に属するリード・ユーザーを調査したものであ
るが、３Ｍでの研究結果の方向性を支持している (von Hippel 2006)。 
例えば、Herstatt and von Hippel (1992) は、商業ビルの天井に配管を取り付けるため
に用いられる器具である「パイプ・ハンガー」の新製品ラインを開発する LU法について
報告をしている。そして、LU法を採用した、建設関連の機器と製品の大手メーカーであ
るヒルティ社が、リード・ユーザー・コンセプトに基づくパイプ・ハンガーの新しい製品
ラインを導入し、この製品ラインが同社に大きな商業的成功をもたらしたことを示した。    
また、Olson and Bakke (2001) は、ノルウェーの ITシステム・インテグレーター企業
のチネット社が行った 2つのリード・ユーザー研究について報告した。そして、研究対象
となった製品の次世代製品に対して、リード・ユーザーから収集した多くのアイディアを
組み込むことで、多大な成功を収めたと述べている。このように、根本的に新しい主要製
品ラインの基盤とまではならなかったが、企業にとって価値のある次世代の中心となる製
品ラインを生み出したことが見て取れる。 
 以上までの先行研究から、先進類似市場、さらにはターゲット市場内に属するリード・
ユーザーを探索し、彼らから学びながら製品開発を行うという「LU法」が、高い販売成
果を実現する製品を開発できることから、LU法の有効性が一定の範囲で実証されている
ことが明らかとなった。 
ちなみに、von Hippel (2006) においては、「顧客の要求に最新の注意を払う会社ほど、
急進的では快適なイノベーションを見逃しやすい」という議論 (例：Christensen 1997; 
Slater and Naver 1998) との整合性について述べられている。Christensen (1997) にお
いては、「エリック・フォン・ヒッペルの研究は、顧客の声に耳を傾けることがいかに大切
であるのかを支持する説得力のある論拠として引用されることが多いが、そこでは新製品
のアイディア部分について、顧客こそが源泉であることが指摘されている。バリュー・ネ
ットワークの枠組みで考えると、フォン・ヒッペルの研究で顧客がサプライヤーを導きラ
イン上に置かれたイノベーションは『継続的な』ものでなければならないはずだ。しかし、
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我々は『破壊的な』イノベーションが顧客とは別のところからきたと考えているのである」、
と述べられている。 
こうした意見に対して、von Hippel (2006) は、自身の研究成果、およびほかの人々に
よる同様の研究成果は「リード・ユーザー」によるイノベーションについてのものであっ
て、「顧客」によるものではないという点に、基本的な誤解があるとして、リード・ユーザ
ーという概念は、ある特定の会社の顧客より、はるかに広範囲な領域を包含すると述べて
いる。そして、本稿でも概観したように、リード・ユーザーが開発するイノベーションの
中には、メーカーから見ると明らかに破壊的といえるものがあると主張している。同様に、
Danneels (2004) は、顧客の声を聞くことは、リード・ユーザーを探索すること、あるい
は彼らから学ぶことと同じではない、と強調している。 
最後に、LU法と、本章の第 2節においてもふれた UD法の比較であるが、LU法は、
今後支配的になる市場トレンドを特定し、そうした将来トレンドに現時点で直面している
リード・ユーザーを探索し、接触し、協力を得ることが必要となる (Lüthje and Herstatt 
2004)。小川 (2006) は、そうした作業は容易ではないと指摘し、一方で自身が提唱してい
る「UD法」においては、製品アイディアの提供者となる消費者の特定が比較的容易であ
ると述べている。このような点も踏まえ、UD法では、市場トレンドの探索、特定製品案
を持つユーザーの探索や特定、協力関係の構築がLU法よりも容易であると論じている (図
表 4-13)。この UD法を採用して高い販売成果をあげた事例が、消費財分野において見受
けられることは既述の通りである。 
 
 
図表 4-13  LU法と UD法 
 LU法 UD法 
起点 メーカー ユーザー 
調査対象単位 個人ユーザー ユーザー・コミュニティ 
需要顕在化のタイミング 開発後 開発前 
インターネットの利用 必ずしも必要ではない 必須 
ユーザー特定の容易さ 容易ではない 容易 
 出所）小川 (2006), p.113. 
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第５節 まとめ 
 
本章においては、「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーションの促進」
について論じた。顧客を商品の開発や生産の段階から取り込むことで、革新的な商品を創
造するための鍵となる知を顧客側から取得するという、このアプローチに関しては、von 
Hippel (1994) 以降、一連の概念提示型および実証型の研究がなされている。 
まず初めに第１節では、von Hippel (1994) や、小川 (1997) などに代表される初期の研
究における、「情報の粘着性」の概念から商品開発の早い段階で顧客に商品のプロトタイプ
を提供し、それを利用してもらいながら鍵となる情報を探る「対話的なプロセス」の有効
性に関する議論を紹介した。 
続いて、第２節では、こうした顧客共創型のアプローチを、インターネットを活用する
ことで、より積極的に展開していく手法に関する研究を取り上げ、特に、小川 (2002) に
おいて提唱された「ユーザー起動型ビジネスモデル」と、それを精緻化させた「UD法」
へと焦点をあてた。 
さらに、第３節では、デジタル情報技術の進化を「web 2.0」という概念から整理し、そ
の進化が企業と顧客間でのコミュニケーション活動にもたらした変化につい概観した。そ
の後、具体的な事例を紹介しつつ、そうした変化が「顧客の無自覚的参加」という新たな
形でのイノベーションの促進を可能としていることについて述べた。こうした顧客にとっ
て無自覚的な参加からイノベーションを導出するアプローチの、有効性や実現性に関する
議論は今後の課題の 1つであろう。 
最後に、第４節においては、ユーザー・イノベーションにおける新たな知見として、消
費財分野でのイノベーション、集団的努力、リード・ユーザーとイノベーションの相関性
に関する研究の整理を行った。第２節や、第３節でふれたように、インターネットの発展
によるデジタル情報技術の進化は、顧客を巻き込みイノベーションを促進させるためのア
プローチを多様化させた。こうした事業環境の変化に対応したイノベーションへのアプロ
ーチ手法の精緻化、さらにはその実現性や有効性に関する実証が望まれている。 
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第５章 総括 
 
 本稿はこれまで、既存研究のレビューを行い、それらを体系的に整理してきた。本章で
は、先行研究における課題や問題点に言及し、今後の方向性について検討していく。その
上で、全体を総括し、本稿のまとめとする。 
 
第１節 各系譜における課題 
 
 これまでの研究の整理から、今後より一層の議論が必要とされると考えられる問題点が、
いくつか抽出された。本節では再度、それらの指摘を簡潔に行う。 
 
第１項 CAIツールのリスク 
 
 「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上」という系譜においては、「CAI
ツール」のリスクやその程度、あるいはリスクを解消するためのアプローチに関して、今
後より一層の実証的研究が望まれている。 
Thomke and von Hippel (2002) が、顧客自らが商品を設計・開発できる「CAIツール」
を提供することによる生産性の向上を提唱して以来、その可能性に関しては、ある程度の
研究が蓄積されてきた (例：Franke and von Hippel 2003b; Jappesen 2005)。また、von 
Hippel (2005) により、市場での成功に大きく影響を与える要因の提示も行われている。 
その一方で、この CAIツールのリスクに関する議論は、まだ新しく研究の蓄積も少ない 
(例：Schreier and Franke 2004 ; Dellaert and Stremersch 2005)。 
そうした中、Dellaert and Stremersch (2005) では、架空のパソコン通販サービスにお
いて実験を行い、CAIツールの利用による購買意欲を向上させる効果と、その反面、利用
の際に複雑さを感じさせるリスクを提唱した。そして、パソコンに対する専門知識が乏し
い人においては、サービスの複雑さに対する評価が高く現れるが、デフォルトバージョン
の設定により、その複雑さの評価が解消される傾向にあることも明らかにした。今後は、
このように、CAIツールが与えると考えられるリスクの抽出と、その程度、さらには、そ
のリスクを解消するためのアプローチに関する実証的な研究が、ほかの業界へも対象を広
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げて行われることが望まれるところである。 
 
第２項 文化的背景を考慮した心理的プロセス 
 
「顧客に自身が参加したと認識させることによる心理的な態度の好転」という系譜にお
いては、文化的背景を考慮した上での心理的プロセスの解明について、今後より一層の議
論が望まれる。 
本稿、第 3章の第 3節においては、「成功したならば、原因は自分の能力や努力である
ととらえ、失敗した場合には、その原因を運や課題の困難さに求めるという心理的傾向」
である「原因推測の自己高揚バイアス」に立脚して仮説の提示と実証を行った、Bendapudi 
and Leone (2003) の研究を取り上げた。この心理的傾向は、欧米では人心理の基礎的な性
質だとされており、実際に、Bendapudi and Leone (2003) においても、アメリカの主要
な大学の学生 135人をサンプルとした調査により仮説が支持され、かような心理的傾向が
あることを裏付けている。 
しかし、本稿では、「原因推測の自己高揚バイアス」は日本人には見られにくく、また、
成功や失敗の原因帰属に関しては、日本人の場合、利己帰属はほとんど見られない。むし
ろ、一貫して成功は外的要因に、失敗は内的要因に帰属している（北山・高木・松本 1997）
という研究を取り上げ、仮説の再構築を試みた。顧客共創型の開発・生産における、顧客
の心理的なプロセスへの影響に関しては、いくつかの先行研究で仮説が提示されているの
みで、それらに対する実証がそれほど進んでいないといえる。ただし今後、日本において、
「顧客共創型の開発・生産」をより積極的に展開していくならば、心というものは根本的
には社会的な産物であるゆえ、文化的な背景を考慮したうえでの、顧客側の心理的なプロ
セスへの影響に対する実証が望まれるところである。 
 
第３項 無自覚的参加 
 
 「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーションの促進」という系譜にお
いては、デジタル情報技術の進化に伴い顕在化するようになった、「顧客の無自覚的参加」
という新たな形でのイノベーションの促進に関して、そのアプローチの有効性や実現性に
対する議論が、今後なされるべきだと考えられる。 
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本稿、第４章の第３節では、顧客が無自覚的に商品の開発や生産に参加している事例と
して、検索エンジンの「Google」やスパムメールをフィルタリングする「Cloudmark」取
り上げ、ここで見受けられる、顧客の利用時の行動のログデータを活用してイノベーショ
ンを導出するアプローチの有効性や実現性について議論がなされるべきであると述べた。 
具体的には、顧客の無自覚的な参加により得られる情報が、従来のようなプロトタイプに
基づく対話的なプロセスで得られる情報と比較して、どの程度イノベーションの質を向上
させることに貢献しうるかなどは、検討に値するテーマである。 
 
 
第２節 不特定多数のボランティア的顧客への対応 
 
 前節では、各系譜における課題を指摘した。次に本節では、すべての系譜にまたがる課
題として、「不特定多数のボランティア的顧客」へ、いかに対応していくかという課題につ
いて論じる。 
既述のとおり、デジタル情報技術の進化は、企業と消費者のコミュニケーション活動に
大きな変化をもたらした。そして、それは企業の事業環境へも変化を与えた。「開発・生産
における顧客共創型の商品価値創造」というアプローチも、このような事業環境の変化へ
適応し、より精緻化されていくことが求められている。そうした中で、不特定多数の顧客
が、自らの経済的利得にこだわらず、商品の開発や生産に参加するという、新たな「共創」
の形が多く見受けられるようになった。本稿、第４章の第２節で取り上げた「UD法」も
そうした形の一例である。 
他にも例えば、ネット上の誰もが自由に編集に参加できる百科事典である「wikipedia」
は、不特定多数の顧客が、報酬など一切求めずに辞書の原稿を執筆しており、多くの顧客
が参加することによりある程度の品質を担保するという発想のもと、世界でも屈指のアク
セス数を誇る webサイトの一つにまで成長している。 
また、オンライン書店の「Amazon」では、不特定多数の顧客が書籍に関するレビュー
コンテンツの執筆を行い、同時にそれに対する他の顧客からの評価が可視化できる仕組み
が構築されており、質の高いコメントが低いものの中に埋もれてしまわないような工夫が
されており、競合他社に対する優位性を保つ一つの要因となりえている。さらには、
「Linux」に代表されるオープン、あるいはフリーのソフトウェアにおいても、このよう
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な顧客像が数多く見受けられる。 
上記のような、不特定多数のボランティア的顧客は、すべての系譜にまたがる課題であ
る。生産性の向上という観点からみると、ともすれば商品の提供者側にとって都合のよい、
顧客のボランティア的参加が、どのような条件で可能であるのかは議論の余地がある。 
同様に、心理的態度の観点からみても、こうしたボランティア的顧客が、どのような動機
で商品の開発や生産のプロセスへ参加するのか、そして、参加により心理的態度は好転す
るのか、さらには、彼らの参加がそれ以外の人々へ与える心理的な影響はあるのか、とい
った議論がなされるべきであろう。また、イノベーションの促進という切り口においても、
企業と顧客との「対話的プロセス」の場がインターネットへと拡大し、そこでの収益性が
実証されつつある中で、この「場」へ、多くの顧客を集めるための仕組みや、動機付けと
いった要素は検討に値するであろう。 
 
第１項 他者とのコミュニケーション 
 
 顧客共創型の開発や生産が、インターネット上のコミュニティで行われている場合、自
らの経済的利得を求めない、不特定多数のボランティア的顧客を、その場へ集めるために
は、どのような仕組み作りや動機付けが求められるであろうか。このような課題を、彼ら
が何に対して魅力を感じて自らの労力を商品開発や生産のプロセスへ投入しているのかと
いう観点から考察していく。 
 Lankhani and von Hippel (2000) や、Franke and Shah (2003) といった先行研究から
は、顧客がコミュニティに参加する動機として、コミュニケーションの段階において、情
報のやり取りや人との出会いを楽しむという利得があることが示唆されている。つまりは、
経済的利得がなくとも、こうした「他者とのコミュニケーション」を楽しむという動機か
らコミュニティに参加し、商品の開発や生産のプロセスに関わる顧客がいると考えられる。 
こうした他者とのコミュニケ―ションの中には、他者からの承認や評価といった要素も
含まれる。例えば、Amazon では、投稿されたレビューに対する評価が、他の顧客からつ
けられる。また、Wikipedia では、記事の編集を積極的に行っているボランティア的顧客
が、いわゆる「ウィキペディアン」として尊敬されていたりする。 
上記のことから、まず、他者とのコミュニケーションを楽しむためにコミュニティに参
加し、それを通して、ボランティア的に商品の開発や生産のプロセスに関わる顧客セグメ
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ントがいると考えられる。 
さらに、彼らの中には、他者とのコミュニケーションにおいて、「承認」や「評価」を求
めるセグメントが一定数いると考えられる。既述の、Lankhani and von Hippel (2000) や、
Franke and Shah (2003) においても、コミュニティへの参加動機として、「名声を高めた
いから」という要因が上位に来ていることが明らかとなっている。そのため、コミュニテ
ィに参加した結果に対する他の顧客からの承認や評価が、目に見える仕組みを持つコミュ
ニティの方が、より積極的な参加を得られやすいと推測される。 
 
第２項 場に応じた動機付け 
 
 ボランティア的顧客が、商品の開発や生産のプロセスの段階において、コミュニティを
はじめとするインターネット上の「場」へ参加する動機は、その「場」の形態により変化
するものと考えられる。例えばコミュニティの場合では、他者とのコミュニケーションが
参加する動機の一つとなりえることは先述のとおりである。一方で、「CAIツール」にお
いては、そのような他者との関わりよりも、自身の意見や感想が商品に反映されることの
方が、重要な動機となりえるかもしれない。また、場合によっては、ボランティア的顧客
よりも、経済的利得を目的とした顧客が多く集まる「場」があることも想定される。この
ように、インターネット上の「場」において、顧客の参加を促す最大の動機を把握するこ
とは、十分な人数を集め、顧客共創型のアプローチを成立させるためにも必要なことと言
える。 
Sawhney et al. (2005) においては、ユーザーに求められる関与と、商品開発プロセスに
おいて適合する段階によって、企業と顧客間がインターネット上でコミュニケーションを
行う「場」に関する分類枠組みが提示されている (図表 5-1)。このような分類枠組みに沿
って、それぞれの「場」における、顧客の参加を促す最大の動機、あるいは参加への阻害
要因に関する実証的な研究が望まれる。 
 
 
 
 
 
85 
 
図表 5-1 「場」の分類 
 
      新商品開発プロセスにおいて適合する段階  
 フロントエンド(アイディア・コンセプト) バックエンド(商品設計・テスト) 
 
深 
い 
・投書箱への投稿 
(満たされていないニーズや自らのア
イディアの提案) 
・アドバイザリー・パネルへの協力 
(企業が募るアドバイザリーへの応募、
提示された素案の評価) 
・CAIツールの利用 
・アドバイザリー・パネルへの協力 
(企業が募るアドバイザリーへの応募、
提示されたプロトタイプの評価、改善
案の提案) 
 
浅
い 
・オンライン調査への協力 
・バーチャル・コミュニティへの参加
(企業もしくは第三者が運営するコミ
ュニティへの投稿) 
・ユーザー発の情報発信 
(ユーザー自らが運営するブログなど
への書き込み) 
・オンライン調査への協力 
(インターネット調査会社などが依頼
する、コンセプト仮説や設計仕様案の
ニーズに関する調査への回答) 
な
し 
・
無
自
覚 
・ウェブ・サイトの閲覧 
(商品情報を紹介するウェブ・サイトの
閲覧) 
・レコメンデーション・サービスの利用
(商品推奨サービスの利用) 
・ウェブ・サイトの閲覧 
(テスト商品を加えたウェブ・サイトの
閲覧) 
・レコメンデーション・サービスの利用
(テスト商品を加えた推奨サービスの
利用) 
??
??????
????
   出所）Sawhney et al. (2005) 
 
第３項 過剰正当化 
 
 ボランティア的顧客の、パフォーマンスの質に対する懐疑的な見方も存在する。では、
彼らに多少なりとも報酬を与えた場合、その質は向上するのであろうか。 
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「過剰正当化 (overjustification)」という心理的傾向は、そうした議論に対する一つの答
えとなりえる。 
一般的には、行動に対して報酬が与えられると，その行動の生起頻度は多くなる。しか
しながら、もともと課題に対して興味や関心がある場合には、報酬を与えると、課題に対
する興味が低下し、パフォーマンスも減少する (Leeper , Greene, and Nisbett 1973)。こ
れが「過剰正当化 (overjustification)」である。これは、本稿の第３章、第２節でも取り
上げた「自己知覚理論」から説明される。自己知覚理論は、自身の行動から、自分の態度
を推測する心理的傾向であった。つまり、もともとは自身が興味や関心があったために取
り組んでいた課題に対して、報酬が与えられるようになった場合、自身の行動は報酬を得
るために行ったのだと解釈するようになるわけである。したがって、もともと課題に対し
て興味や関心がある場合は、報酬を与えると課題に対する興味が低下し、パフォーマンス
も減少する。 
これは「割引定理」からも説明ができる (KelIey 1972) 。これは、特定の効果を生じさ
せる原因が，それと同じ効果を生じさせる可能性のある原因の存在により、割り引いて過
小に評価されるという定理である。つまり、関心の低い課題に与えられた外的な報酬は、
その行為の原因として帰属する。よって、行動は強化される。しかし、もともと関心の高
い課題に対しては、外的な報酬が与えられることで，行動の原因として、自分の興味と報
酬の両者が帰属の対象となる。その際に、外的な報酬の方が自分の興味より大きければ、
行動が外的な報酬により統制されていると知覚する。結果、課題に対する興味が低下し、
パフォーマンスが減少すると考えられる。 
このように、ボランティア的顧客に対しては、報酬を与えることで、かような心理的バ
イアスが生じ、パフォーマンスの質を低下させるリスクがあると考えられる。したがって、
本節で既述のとおり、ボランティア的顧客が魅力を感じる要因を理解しておく必要がある
といえる。 
 
第４項 心理的態度への影響 
 
ボランティア的顧客の心理的態度は、商品の開発や生産のプロセスへ参加したことによ
り好転するのであろうか。さらには、彼らの参加がそれ以外の人々へ与える心理的な影響
はあるだろうか。 
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まず、不特定多数が参加する、顧客共創型の開発や生産に参加したボランティア的顧客
は、先述の「自己知覚理論」に立脚すると、自らの労力を投入したゆえ、その商品をより
価値の高いものとみなす心理的傾向が生じると考えられる。しかし一方、及川 (2009) で
は、ボランティア的な参加行動を自らは採らないか、そのような行動をとる人々が参加し
たことにより開発もしくは生産された商品だと認識している顧客セグメントにとっては、
専門家でない素人が関わっていることにより、その商品の価値が低いものとみなす心理的
傾向が生じるという仮説が提示されている。そして、自分たちと対して変わらない、多く
の素人が提供したものに対して価値を見出すことが、どこまで一般的になるかについては
慎重に考えるべきだと指摘している。 
 
 
第３節 本稿の総括 
 
本稿では、第１章で指摘したとおり、これまでの「開発・生産における顧客共創型の商
品価値創造」に関する研究が散発的かつ個別的に行われてきたことを問題意識として出発
し、これまでの研究を、企業に与える効用により三つに分類し、体系的に整理することに
意義を見出し、議論を進めてきた。 
 第２章では、「業務の一部を顧客に代行させることによる生産性の向上」について言及し
た。ここでは、サービス業においてセルフサービスを採用することにより生産性が向上す
るという点から議論を開始させ、さらには「部分的な従業員」として顧客の参加を計画、
管理する手法について論じた。これらの研究により、サービス業においては、「セルフサー
ビス的アプローチ」の有効性、リスクおよび実現性に対する議論が一通りなされたことを
示した。その後、サービス業以外、あるいは商品の生産以前である開発において、こうし
た「セルフサービス的アプローチ」を適応させる手法へと論点は移し、顧客自らが商品を
設計・開発できる「CAIツール」の提供により、生産性が向上するという議論を概観し、
その可能性や実現性、およびリスクを取り上げた。「CAIツール」のリスクやその程度、
あるいはリスクを解消するためのアプローチに関して、今後より一層の実証的研究が望ま
れている。 
第３章では「顧客に自身が参加したと思わせることによる心理的態度の好転」をテーマ
に、顧客側の心理的なプロセスへの影響に着目した一連の研究を紹介している。 
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この系譜は、まだいくつかの仮説が提示されているのみで、それらに対する実証はそれほ
ど進んでいないといえる。そうした中、本稿では「自己知覚理論(self-perception theory)」
と「自己高揚バイアス(self-serving bias)」という二つの心理的傾向に着目し、それぞれに
基づいて仮説を提示した論文を中心に議論を行った。加えて、日本をはじめとするアジア
の社会的背景を考慮したうえでの、自己高揚バイアスへの反駁、さらには「顧客帰属」と
いう概念を用いて、自己高揚バイアスに立脚して議論を展開した Bendapudi and Leone 
(2003) における仮説の再構築を試みた。心というものは根本的に社会的な産物であるゆえ、
文化的な背景を考慮したうえでの、顧客側の心理的なプロセスへの影響に対する実証が望
まれるところである 
第４章では「顧客から鍵となる知を移転させることによるイノベーションの促進」につ
いて論じた。顧客を商品の開発や生産の段階から取り込み、革新的な知を創造するための
鍵となる情報を取得するという、このアプローチに関しては、von Hippel (1994)以降、一
連の概念提示型および実証型の研究がなされている。初期の研究においては、情報の粘着
性の概念から、商品開発の早い段階から顧客に商品のプロトタイプを提供し、それを利用
してもらいながら鍵となる情報を探る「対話的なプロセス」の有効性が提案、実証された。
その後はこうした顧客共創型のアプローチを、インターネットを活用することでより積極
的に展開していく手法に関する研究がなされており、特に小川 (2002) において提唱され
た「ユーザー起動型ビジネスモデル」と、それを精緻化させた「UD法」へと焦点をあて、
その有効性および実現性に対する議論を概観した。 
さらに、デジタル情報技術の進化を「web 2.0」という概念から整理し、その進化が企業
と顧客間でのコミュニケーション活動にもたらした変化につい概観した。加えて、具体的
な事例を紹介しつつ、そうした変化が「顧客の無自覚的参加」という新たな形でのイノベ
ーションの促進を可能としていることについて述べた。こうした顧客にとって無自覚的な
参加からイノベーションを導出するアプローチの、有効性や実現性に関する議論は今後の
課題の一つであろう。 
章末では、ユーザー・イノベーションにおける新たな知見として、消費財分野でのイノ
ベーション、集団的努力、リード・ユーザーとイノベーションの相関性に関する研究の整
理を行った。インターネットの発展によるデジタル情報技術の進化は、顧客を巻き込みイ
ノベーションを促進させるためのアプローチを多様化させた。こうした事業環境の変化に
対応したイノベーションへのアプローチ手法の精緻化、さらにはその実現性や有効性に関
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する実証が望まれている。 
 本章の前半では、「不特定多数のボランティア的顧客」という新たな顧客像へ、いかに対
応していくかという課題について論じた。これまで、「開発・生産における顧客共創型の商
品価値創造」に関しては体系的な議論がそれほど試みられてこなかった。そのため既述の
とおり、多くの課題が残されている。しかしながら、インターネットの発展による事業環
境の変化は、「顧客共創型」というアプローチを、より積極的に展開していくためのチャン
スをもたらしている。それゆえ、この変化に適応し、よりそのアプローチを精緻化してい
くことが求められている。 
本稿では先行研究の体系的な整理と、企業にとって有効な戦略オプションとしての枠組
みの提示を意図しながら、三つの効用による分類枠組みを行い、主題に関する包括的な議
論と、事業環境の変化とともに顕在化してきたいくつかの課題の提示を行った。これらは
今後、体系的な研究を進めていく上で、大きな足掛かりとなるであろう。 
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